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項
目

要
旨

キ
ー
ワ
ー
ド

昨
年
度
に
引
き
続
き
、
消
費
者
物
価
の
上
昇
が
続
い
て
い
る
こ
と
か
ら
、

➀
生
計
費
を
重
視
　
プ
ラ
ス

➁
中
小
企
業
を
含
め
た
賃
上
げ
の
流
れ
が
続
い
て
い
る

に
着
目

労
働
者
の
生
計
費
は
、

消
費
者
物
価
指
数
の
持
家
の
帰
属
家
賃
を
除
く
総
合
を
基
準
に
議
論
を
行
っ
た
。

・
帰
属
家
賃
を
除
く
総
合

足
下
の
物
価
上
昇
の
要
因
と
し
て
、

食
料
品
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
企
業
全
体
の
約
7
割
を
占
め
て
い
る
。

エ
ン
ゲ
ル
係
数
の
勤
労
者
世
帯
は
、

近
年
上
昇
傾
向
に
あ
り
、
令
和
6
年
度
に
お
い
て
は
、
2
6
.5
％
と
な
っ
て
い
る
。

勤
労
者
世
帯
の
う
ち
最
も
所
得
の
低
い
グ
ル
ー
プ
で
あ
る
世
帯
収
入
第
一
十
分
位
階
級
で
は
2
7
.5
％
と
さ
ら
に
高
い
水

準
。

・
エ
ン
ゲ
ル
係
数

様
々
な
生
活
必
需
品
の
価
格
が
急
激
に
上
昇
し
て
い
る
こ
と
に
も
着
目

電
気
代
、
携
帯
電
話
代
等
の
1
か
月
に
1
回
程
度
購
入
す
る
も
の

穀
物
を
含
む
食
料

生
活
必
需
品
と
の
関
連
が
深
い
消
費
者
物
価
の
指
標
を
広
く
確
認

最
低
賃
金
近
傍
の
労
働
者
の
購
買
力
を
取
り
巻
く
状
況
に
つ
い
て
総
合
的
に
評
価
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

今
年
度
は
、
消
費
者
物
価
指
数
の
ど
れ
か
一
つ
の
指
標
に
着
目
す
る
の
で
は
な
く
、
複
数
の
指
標
を
総
合
的
に
見
る
こ
と

と
し
た
。

・
生
活
必
需
品
の
価
格
上
昇

・
1
か
月
に
1
回
程
度
購
入
す
る

も
の

・
複
数
の
指
標
を
総
合
的
に
判
断

今
年
度
は
、
持
ち
家
の
帰
属
家
賃
を
除
く
総
合
に
加
え
、
４
つ
の
指
標
を
追
加
的
に
見
た

①
頻
繁
に
購
入
す
る
品
目

②
1
か
月
に
1
回
程
度
購
入
す
る
品
目

③
基
礎
的
支
出
項
目

④
食
料

・
頻
繁
に
購
入
す
る
品
目

・
1
か
月
に
1
回
程
度
購
入
す
る

品
目

・
基
礎
的
支
出
項
目

・
食
料

生
計
費

中
央
最
低
賃
金
審
議
会
会
長
ビ
デ
オ
メ
ッ
セ
ー
ジ
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各
平
均
上
昇
率
は

①
持
ち
家
の
帰
属
家
賃
を
除
く
総
合
→
1
0
月
以
降
の
平
均
が
3
.9
％

②
頻
繁
に
購
入
す
る
品
目
→
4
.2
％

③
1
か
月
に
1
回
程
度
購
入
す
る
品
目
→
6
.7
％

④
基
礎
的
支
出
項
目
→
5
.0
％

⑤
食
料
→
6
.4
％

・
生
計
費
指
標
の
平
均
上
昇
率

賃
金

連
合
、
経
団
連
、
日
本
商
工
会
議
所
、
賃
金
改
定
状
況
調
査
等
の
さ
ま
ざ
ま
な
調
査
結
果
で
賃
金
の
ベ
ク
ト
ル
が
上
向
き

で
あ
る
こ
と
を
今
年
度
も
確
認
し
た
。

賃
金
支
払
能
力

業
況
の
厳
し
い
産
業
や
企
業
の
状
況
の
み
を
見
て
議
論
す
る
の
で
は
な
く
、
各
種
統
計
資
料
を
基
に
議
論
を
行
っ
た
。

決
め
手
と
な
る
資
料
は
な
い
。

賃
金
改
定
状
況
調
査
の
第
4
表
が
賃
金
支
払
い
能
力
を
反
映
し
た
も
の
で
あ
る
と
意
識
し
、
そ
の
際
、
売
上
高
経
常
利
益
率

も
確
認
し
た
。

資
本
金
規
模
が
1
0
0
0
万
円
未
満
の
企
業
が
厳
し
い
と
い
っ
た
デ
ー
タ
や
価
格
転
嫁
に
改
善
の
余
地
は
あ
る
が
、
全
体
と

し
て
支
払
い
能
力
は
改
善
傾
向
に
あ
る
と
考
え
た
。

・
賃
金
改
定
状
況
調
査
結
果
第
4

表

目
安
基
準

（
3
要
素
の
デ
ー
タ
を
総

合
的
に
勘
案
）

①
昨
年
度
に
引
き
続
き
消
費
者
物
価
の
上
昇
が
続
い
て
い
る
こ
と
か
ら
労
働
者
の
生
計
費
、
こ
れ
に
加
え
中
小
企
業
を
含

め
た
賃
上
げ
の
流
れ
が
続
い
て
い
る
こ
と
に
着
目

②
賃
上
げ
の
流
れ
を
非
正
規
雇
用
労
働
者
や
中
小
企
業
小
規
模
事
業
者
に
も
波
及
さ
せ
る
。

③
最
低
賃
金
法
の
目
的
に
も
留
意

①
～
③
に
よ
り
、
全
国
加
重
平
均
で
6
.0
％
、
6
3
円
を
基
準
と
し
て
、
ラ
ン
ク
別
の
目
安
額
を
検
討
。

・
消
費
者
物
価
指
数
の
上
昇
傾
向

及
び
賃
上
げ
の
流
れ
が
継
続

①
政
府
の
閣
議
決
定
で
地
域
間
格
差
の
是
正
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

②
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
に
お
い
て
も
、
地
域
別
最
低
賃
金
の
最
高
額
に
対
す
る
最
低
額
の
比
率
を
引
き
続
き
上
昇
さ
せ

て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
意
識
。

③
消
費
者
物
価
指
数
の
持
家
の
帰
属
家
賃
を
除
く
総
合
指
数
の
上
昇
率

　
A
ラ
ン
ク
　
3
.8
％
　
Ｂ
ラ
ン
ク
　
3
.9
％
　
Ｃ
ラ
ン
ク
　
4
.1
％
　
Ｃ
ラ
ン
ク
の
上
昇
率
が
最
も
高
い

④
賃
金
改
定
状
況
調
査
結
果
第
4
表
の
賃
金
上
昇
率

　
Ｃ
ラ
ン
ク
←
Ｂ
ラ
ン
ク
←
Ａ
ラ
ン
ク
の
順
に
高
い

①
か
ら
④
に
よ
り
、
下
位
ラ
ン
ク
の
目
安
が
上
位
ラ
ン
ク
の
目
安
を
上
回
る
こ
と
が
適
当

・
地
域
間
格
差
の
是
正

・
総
合
指
数
の
上
昇
率
及
び
第
4

表
の
賃
金
上
昇
率
の
比
較

具
体
的
に
は

Ａ
ラ
ン
ク
　
6
3
円
（
5
.6
％
）
　
Ｂ
ラ
ン
ク
　
６
３
円
（
6
.3
％
）
　
Ｃ
ラ
ン
ク
　
６
４
円
（
6
.7
％
）

Ｃ
ラ
ン
ク
の
引
上
げ
額
、
引
上
げ
率
が
最
も
高
く
な
っ
て
い
る
の
は
、
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
と
し
て
地
域
間
格
差
是
正

へ
の
配
慮

・
地
域
間
格
差
の
是
正
へ
の
配
慮

発
効
日

最
低
賃
金
法
第
1
4
条
第
2
項
に
お
い
て
、
発
効
日
は
各
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
の
公
労
使
の
間
で
議
論
し
て
決
定
で
き
る

と
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
、
引
上
げ
額
と
も
に
発
効
日
に
つ
い
て
も
、
十
分
に
公
労
使
で
議
論
を
行
っ
て
頂
く
よ

う
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
の
公
益
委
員
と
し
て
要
望
す
る
。

生
計
費

ラ
ン
ク
別
の
目
安
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目安の公益見解に使用されていた統計・調査等一覧 

 

○労働者の生計費 

 ・消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合） 

 （令和６年 10 月～令和７年 6月、前年同時期） 

 ・消費者物価指数（頻繁に購入する品目） 

（令和６年 10 月～令和７年 6月、前年同時期） 

 ・消費者物価指数（１ヶ月に１回程度購入） 

（令和６年 10 月～令和７年 6月、前年同時期）  

・消費者物価指数（食料） 

（令和６年 10 月～令和７年 6月、前年同時期） 

 ・消費者物価指数（基礎的支出項目） 

（令和６年 10 月～令和７年 6月、前年同時期） 

 ・消費者物価指数の上昇要因の項目別寄与度のうち、「食料及びエネルギー」

が占める割合 

 ・エンゲル係数（世帯収入階級別） 

 

○賃金 

 ・春期賃上げ妥結状況における賃金上昇率 

  （連合第 7回集計、規模別、有期・短時間・契約等） 

 ・春期労使交渉月例賃金引き上げ結果（経団連第 1回集計、規模別） 

 ・中小企業の賃金改定に関する調査（日商の調査、属性別） 

 ・賃金改定状況調査 

 

○通常の事業の賃金支払能力 

 ・法人企業統計（経常利益、売上高経常利益率） 

 ・従業員 1人当たり付加価値額 

 ・労働分配率 

 ・日銀短観における売上高経常利益率の大企業と中小企業との開き 

 ・価格交渉月間のフォローアップ調査（中企庁の調査） 

 ・倒産件数 
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（
単
位
：
％
）

1
0
月

1
1
月

1
2
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

全
国

3
.5

 
4
.8

 
6
.4

 
7
.8

 
7
.6

 
7
.4

 
6
.5

 
6
.5

 
7
.2

 
6
.4

 

宮
崎
県

（
宮
崎
市
）

4
.7

 
6
.3

 
7
.9

 
8
.3

 
7
.6

 
7
.5

 
6
.6

 
6
.2

 
6
.6

 
6
.9

 

（
単
位
：
％
）

1
0
月

1
1
月

1
2
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

全
国

2
.6

 
3
.4

 
4
.2

 
4
.7

 
4
.3

 
4
.2

 
4
.1

 
4
.0

 
3
.8

 
3
.9

 

宮
崎
県

（
宮
崎
市
）

3
.1

 
4
.0

 
4
.8

 
5
.2

 
5
.0

 
4
.7

 
4
.4

 
4
.3

 
4
.1

 
4
.4

 

（
本
省
提
供
資
料
よ
り
作
成
）

2
0
2
4
年

2
0
2
5
年

2
0
2
4
年
1
0
月
～

2
0
2
5
年
６
月

平
均

消
費
者
物
価
指
数
の
対
前
年
上
昇
率
の
推
移
（
食
料
・
都
道
府
県
別
）

消
費
者
物
価
指
数
の
対
前
年
上
昇
率
の
推
移
（
持
家
の
帰
属
家
賃
を
除
く
総
合
・
都
道
府
県
別
）

2
0
2
4
年

2
0
2
5
年

2
0
2
4
年
1
0
月
～

2
0
2
5
年
６
月

平
均

資
料
出
所
　
総
務
省
「
消
費
者
物
価
指
数
」

（
注
）

１
　
指
数
は
、
「
食
料
」
で
あ
る
。

２
　
「
2
0
2
4
年
1
0
月
～
2
0
2
5
年
６
月
平
均
」
の
上
昇
率
は
、
「
同
期
の
指
数
の
単
純
平
均
」
の
「
前
年
同
期
の
指
数
の
単
純
平
均
」
に
対
す
る
上
昇
率
。

資
料
出
所
　
総
務
省
「
消
費
者
物
価
指
数
」

（
注
）

１
　
指
数
は
、
「
持
家
の
帰
属
家
賃
を
除
く
総
合
」
で
あ
る
。

２
　
「
2
0
2
4
年
1
0
月
～
2
0
2
5
年
６
月
平
均
」
の
上
昇
率
は
、
「
同
期
の
指
数
の
単
純
平
均
」
の
「
前
年
同
期
の
指
数
の
単
純
平
均
」
に
対
す
る
上
昇
率
。
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１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

全
国

9
0
9

8
4
1

8
4
2

8
4
0

7
6
4

8
5
3

8
2
8

8
5
7

8
4
8

9
6
1

前
年
同
月
比

1
4
.6

%
4
.2

%
4
%

1
9
.8

%
7
.3

%
▲
5
.8
％

5
.7

%
1
5
.1

%
3
.4

%
0
.8

%

宮
崎

8
1

4
5

6
3

4
5

6
3

前
年
同
月
比

3
0
0
%

0
%

3
0
0
%

2
5
%

5
0
%

4
0
%

3
3
.3

%
0
%

▲
1
4
.3
％

5
0
%

2
0
2
1
年

2
0
2
2
年

2
0
2
3
年

2
0
2
4
年

2
0
2
5
年

全
国

1
.7

8
%

2
.0

7
%

3
.5

8
%

5
.1

0
%

5
.2

5
%

宮
崎

1
.8

8
%

1
.8

4
%

3
.3

8
%

4
.0

1
%

4
.2

1
%

2
0
2
0
年

2
0
2
1
年

2
0
2
2
年

2
0
2
3
年

2
0
2
4
年

全
国

2
5
.5

%
2
4
.9

%
2
4
.6

%
2
5
.9

%
2
6
.5

%

宮
崎

2
5
.8

%
2
2
.2

%
2
3
.4

%
2
5
.9

%
2
8
.2

%

２
０
２
４
年

２
０
２
５
年

資
料
出
所
：
東
京
商
工
リ
サ
ー
チ

倒
　
産
　
件
　
数

エ
ン
ゲ
ル
係
数
の
推
移

連
合
　
春
季
生
活
闘
争
　
回
答
集
計
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この資料は宮崎県のホームページでもご覧になれます。 

https://www.pref.miyazaki.lg.jp/tokeichosa/kense/toke/index-45.html 

 

 

宮崎市の消費者物価指数 
 

令和７年６月分 

 

（令和２年＝100）

※数値は原数値

－ ０．１ 4か月ぶりのマイナス

＋ ３．７ 44か月(3年8か月)連続でプラス

※数値は原数値

－ ０．１ 4か月ぶりのマイナス

＋ ３．９ 44か月(3年8か月)連続でプラス

※数値は原数値

＋ ０．１ 6か月連続でプラス

＋ ４．０ 39か月(3年3か月)連続でプラス

　　　前  月  比（％）

　　　前年同月比（％）

生鮮食品を除く総合指数 １１２．４

　　　前  月  比（％）

　　　前年同月比（％）

生鮮食品及び
エネルギーを除く総合指数

１１１．６

総合指数 １１２．５

　　　前  月  比（％）

　　　前年同月比（％）

  

 

 

１ 宮崎市と全国の消費者物価指数の動向               ‥‥‥‥ 1 

 

２ 宮崎市の消費者物価指数の動向                   ‥‥‥‥ 3 

 

３ 全国の消費者物価指数の動向                    ‥‥‥‥ 4 

 

統計表 

表 １ 宮崎市、全国及び東京都区部の中分類指数(令和７年６月)   ‥‥‥‥ 5 

表 ２ 宮崎市の１０大費目別指数（時系列）                     ‥‥‥‥ 7 

表 ３ 全国の１０大費目別指数（時系列）               ‥‥‥‥ 9 

表 ４ 宮崎市、全国及び東京都区部の総合指数              ‥‥‥‥11 

表 ５ 全国の財・サービス分類指数                  ‥‥‥‥12 
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１ 宮崎市と全国の消費者物価指数の動向 

総合指数 

 

 消費者物価指数で扱う全ての指数品目の値動きを反映した指標。 

 

 

 

生鮮食品を除く総合指数 

 

 天候の影響を強く受ける生鮮食品を除いた物価の基調をみるための指標。 
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生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数 

 

天候の影響を強く受ける生鮮食品と海外要因で変動する原油価格の影響を直接受けるガソリンや電気代な

どのエネルギーを除いた物価の基調をみるための指標。 
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２　宮崎市の消費者物価指数の動向

（１） 概　況

変化率(%) 寄与度 変化率(%) 寄与度

総　合 112.5 -0.1 3.7

食　料 123.1 0.1 0.03 6.6 1.91

住　居 111.5 0.0 0.01 2.0 0.32

光熱・水道 118.5 -0.2 -0.01 7.5 0.50

家具・家事用品 120.5 -0.5 -0.02 4.0 0.17

被服及び履物 115.6 0.0 0.00 3.8 0.14

保健医療 106.6 0.1 0.00 2.5 0.12

交通・通信 100.4 0.2 0.04 2.6 0.44

教　育 87.3 0.0 0.00 -14.8 -0.43

教養娯楽 113.0 -2.1 -0.19 4.4 0.39

諸雑費 108.3 0.1 0.01 1.7 0.11
※数値は原数値

（２） 総合指数の前月比に影響を与えた費目及び寄与度等

前月比(%) 寄与度

交通・通信 通信 4.7 0.16

食料 菓子類 1.9 0.05

食料 -4.1 -0.12

教養娯楽 -3.6 -0.19

※数値は原数値

（３） 総合指数の前年同月比に影響を与えた主な費目及び寄与度等

前年同月比(%) 寄与度

食料 穀類 28.9 0.64

住居 設備修繕・維持 9.5 0.33

教育 授業料等 -20.3 -0.45

食料 -8.2 -0.15

※数値は原数値

※（２）、（３）に掲げる項目内容については、脚注１から３をご覧ください。

(注１)　 　中分類以下の指数については、表１をご覧ください。

(注２)　 　寄与度とは、品目又は類の指数の変動が、総合指数の変化率にどの程度の影響を与えたかを示したものです。各項目の

寄与度を合計すると、総合指数の変化率になります。ただし、四捨五入の関係で合計に一致しない場合もあります。

　なお、寄与度は公表されている指数値を用いて計算した値です。

上
昇

下
落

穀類

（品目）（10大費目）

生鮮野菜

（10大費目） （品目）
（中分類、前月比、寄与度）

（中分類、前年同月比、寄与度）

通信料（携帯電話）

あんパン

ゴルフプレー料金

 宮崎市の10大費目別指数、前月比、前年同月比及び寄与度（令和7年6月)
令和2年=100

上
昇

教養娯楽サービス

下
落

前　年　同　月　比

チョコレート

費　　　　　目 指　　数
前　月　比

火災・地震保険料

トマト

うるち米（コシヒカリを除く）

高等学校授業料（公立）
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３　全国の消費者物価指数の動向

－ ０．１ ＋ ０．１

＋ ３．３

± ０．０ ＋ ０．２

＋ ３．３ ＋ ３．４

（１） 概　況

変化率(%) 寄与度 変化率(%) 寄与度

総　合 111.7 -0.1 3.3

食　料 124.6 0.2 0.07 7.2 2.03

住　居 104.0 0.0 0.00 1.0 0.21

光熱・水道 120.1 -1.0 -0.07 3.4 0.26

家具・家事用品 122.3 0.1 0.01 2.7 0.12

被服及び履物 111.3 -0.2 -0.01 2.6 0.09

保健医療 104.3 0.0 0.00 1.5 0.07

交通・通信 99.6 0.0 0.00 2.4 0.32

教　育 95.6 -0.1 0.00 -5.6 -0.16

教養娯楽 115.0 -1.0 -0.09 2.8 0.27

諸雑費 106.0 0.0 0.00 1.2 0.07

※数値は原数値

（２） 総合指数の前年同月比に影響を与えた主な費目及び寄与度等

前年同月比(%) 寄与度

食料 穀類 29.0 0.67

食料 調理食品 6.9 0.26

教育 授業料等 -9.6 -0.18

※数値は原数値

※（２）に掲げる項目内容については、脚注１から３をご覧ください。

(注３) 　宮崎市の10大費目・中分類・品目の配列は、寄与度の大きいものから順になっています。全国の10大費目・中分類・品目

の配列は、総務省統計局が公表している月報と同様のものを掲載しています。

(注４) 　当該資料の一部については、総務省統計局「小売物価統計調査」の調査票情報を独自に集計したものです。

(注５) 　平成29年1月分（3月3日総務省統計局公表分）から、生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数と全国の総合指数（季節調整値）・

 前月比（季節調整値）を掲載しています。

高等学校授業料（公立）

 全国の10大費目別指数、前月比、前年同月比及び寄与度(令和7年6月)

前　月　比
令和2年＝100

前　年　同　月　比

下
落

うるち米（コシヒカリを除く）

おにぎり

令和2年=100

総合指数（原数値） １１１．９総合指数（季節調整値）

前月比（季節調整値）（％）

生鮮食品を除く
総合指数（原数値）

前　　月　　比（％）

生鮮食品及び
エネルギーを除く
総合指数（原数値）

１１１．７

前 年 同 月 比（％）

上
昇

前 年 同 月 比（％）

指　　数

（品目）（10大費目）

１１０．３１１１．４

前 年 同 月 比（％）

前　　月　　比（％） 前　　月　　比（％）

（中分類、前年同月比、寄与度）

費　　　　　目
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令和2年＝100

宮崎市 全  国 東京都

区　　　　　分 前月比 前年 前月比 前年 区　部 前月比 前年

同月比 同月比 同月比

(%) (%) (%) (%) (%) (%)

総合 112.5 -0.1 3.7 111.7 -0.1 3.3 110.8 -0.2 3.1

生鮮食品を除く総合 112.4 -0.1 3.9 111.4 0.0 3.3 110.3 -0.2 3.1

帰属家賃を除く総合 113.5 -0.1 4.1 113.8 -0.1 3.8 113.0 -0.3 3.5

帰属家賃及び生鮮食品を除く総合 113.5 -0.1 4.4 113.5 0.0 3.9 112.5 -0.2 3.6

生鮮食品及びエネルギーを除く総合 111.6 0.1 4.0 110.3 0.2 3.4 109.5 -0.1 3.1

食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合 107.2 0.0 2.5 105.3 0.0 1.6 105.3 -0.4 1.8

食料 123.1 0.1 6.6 124.6 0.2 7.2 123.5 0.3 6.3

生鮮食品を除く食料 124.7 0.3 8.1 125.4 0.6 8.2 123.6 0.6 7.2

生鮮食品（※1） 113.9 -1.2 -2.4 120.5 -2.0 1.6 123.0 -1.2 1.8

穀類 147.0 -4.1 28.9 150.0 0.6 29.0 147.8 0.3 23.8

魚介類 122.1 0.7 2.9 129.4 -0.7 3.9 131.8 -0.6 2.6

生鮮魚介 119.6 1.9 2.2 126.7 -1.3 3.2 130.1 -0.7 2.0

肉類 108.3 1.3 5.3 121.3 0.5 6.0 119.2 0.4 4.6

乳卵類 130.3 2.4 9.0 124.7 -0.4 4.2 122.5 -1.6 1.5

野菜・海藻 108.3 -0.5 -3.8 114.8 -2.3 1.6 115.8 -1.3 1.9

生鮮野菜 101.8 -1.6 -8.2 110.4 -4.0 -1.5 113.5 -2.4 -0.7

果物 127.5 -3.6 2.0 130.2 0.5 5.0 131.6 0.3 5.6

生鮮果物 128.7 -3.8 2.0 133.0 0.6 5.2 135.5 0.5 6.2

油脂・調味料 121.3 0.8 2.5 121.2 1.1 2.3 121.8 -0.4 1.2

菓子類 129.2 1.9 8.8 133.1 2.1 9.0 133.2 3.3 9.4

調理食品 132.3 0.5 6.6 125.3 0.5 6.9 123.2 0.1 4.7

飲料 121.0 1.4 10.1 124.3 1.3 8.7 122.8 2.7 10.8

酒類 115.8 0.0 5.3 113.3 -0.5 4.3 115.5 -0.6 5.7

外食 121.2 0.4 4.4 116.5 0.3 4.5 115.5 0.2 5.5

住居 111.5 0.0 2.0 104.0 0.0 1.0 103.6 -0.1 1.4

帰属家賃を除く住居 125.7 0.1 5.1 113.1 0.0 3.1 107.4 -0.2 1.9

家賃 103.0 0.0 -0.1 100.8 0.0 0.3 102.2 0.0 1.2

帰属家賃を除く家賃 100.2 0.0 -0.3 100.8 0.0 0.5 102.6 -0.1 1.5

設備修繕・維持 154.8 0.2 9.5 122.9 0.1 4.8 114.6 -0.2 2.5

光熱・水道 118.5 -0.2 7.5 120.1 -1.0 3.4 116.1 -4.2 -0.7

電気代 118.7 -0.2 7.0 124.0 -0.5 5.5 127.3 -0.5 5.3

ガス代 115.4 -0.1 1.3 121.6 -0.1 2.7 127.4 -0.4 2.4

他の光熱 137.2 -1.8 5.3 148.9 -3.4 4.8 138.1 -1.0 3.6

上下水道料 117.8 0.0 13.7 103.7 -2.2 -1.0 81.0 -19.0 -19.0

家具・家事用品 120.5 -0.5 4.0 122.3 0.1 2.7 123.4 1.1 3.5

家庭用耐久財 119.3 -2.8 6.2 125.0 -0.2 2.5 129.8 2.5 3.3

室内装備品 127.7 1.9 5.6 117.7 0.3 0.0 127.3 0.8 2.3

寝具類 114.1 0.0 4.4 110.5 0.3 1.3 115.3 -0.1 3.6

家事雑貨 116.1 0.0 2.1 124.2 0.4 3.1 120.9 0.1 3.9

家事用消耗品 125.6 0.9 3.2 125.7 0.3 4.0 123.3 0.5 4.3

家事サービス 112.1 0.0 0.0 106.2 0.1 1.3 106.5 0.0 0.6

(※1) 生鮮魚介、生鮮野菜、生鮮果物

注) 原数値を掲載

表 １ 宮 崎 市 、 全 国 及 び 東 京 都 区 部 の 中 分 類 指 数 (令和7年6月)

資料： 総務省統計局「消費者物価指数」
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令和2年＝100

宮崎市 全  国 東京都

区　　　　　分 前月比 前年 前月比 前年 区　部 前月比 前年

同月比 同月比 同月比

(%) (%) (%) (%) (%) (%)

被服及び履物 115.6 0.0 3.8 111.3 -0.2 2.6 112.5 0.2 2.7

衣料 119.7 0.0 3.7 111.4 -0.2 3.2 112.3 0.2 2.8

和服 94.4 0.0 8.1 105.9 0.1 2.6 111.4 1.4 3.4

洋服 120.0 0.0 3.6 111.6 -0.2 3.2 112.4 0.2 2.8

シャツ・セーター・下着類 115.8 0.1 7.1 111.7 -0.1 2.1 112.9 0.2 0.3

シャツ・セーター類 121.8 0.2 7.6 110.7 -0.4 2.5 110.1 0.1 -0.5

下着類 105.6 0.0 6.2 113.8 0.5 1.2 119.5 0.5 2.0

履物類 107.8 -0.4 -1.3 108.8 -0.5 2.0 110.4 -0.1 5.9

他の被服 110.0 0.0 3.5 108.3 0.1 1.6 112.8 0.4 2.6

被服関連サービス 110.3 0.0 1.4 118.4 -0.1 4.7 115.8 0.0 6.1

保健医療 106.6 0.1 2.5 104.3 0.0 1.5 104.2 -0.1 1.6

医薬品・健康保持用摂取品 109.4 0.1 2.9 110.1 0.1 3.1 109.6 -0.3 3.5

保健医療用品・器具 122.1 0.3 6.5 111.5 0.1 2.2 113.9 0.0 2.6

保健医療サービス 99.2 0.0 0.5 98.9 0.0 0.4 99.0 0.0 0.4

交通・通信 100.4 0.2 2.6 99.6 0.0 2.4 97.3 0.5 2.9

交通 107.8 -0.9 1.6 105.2 -0.6 0.9 104.4 -0.7 -0.1

自動車等関係費 109.6 -0.9 1.8 110.3 -1.4 1.5 109.7 -0.9 2.9

通信 75.9 4.7 5.9 76.1 4.6 5.9 77.1 4.4 5.8

教育 87.3 0.0 -14.8 95.6 -0.1 -5.6 95.3 -0.2 1.8

授業料等 80.2 0.0 -20.3 88.4 -0.1 -9.6 85.7 -0.3 0.5

教科書・学習参考教材 108.8 0.0 0.9 109.4 0.0 1.1 109.0 0.0 1.0

補習教育 113.8 0.0 4.1 112.8 0.0 2.8 117.8 0.0 4.0

教養娯楽 113.0 -2.1 4.4 115.0 -1.0 2.8 117.3 -1.0 3.3

教養娯楽用耐久財 110.1 -0.1 0.9 107.8 0.1 1.0 108.2 0.1 0.9

教養娯楽用品 118.0 -0.4 10.7 114.8 -0.9 5.0 117.9 -0.4 6.7

書籍・他の印刷物 117.6 0.5 2.5 116.3 0.6 3.6 116.8 0.6 4.9

教養娯楽サービス 110.3 -3.6 2.5 115.9 -1.5 2.1 118.5 -1.7 2.4

諸雑費 108.3 0.1 1.7 106.0 0.0 1.2 107.3 -0.1 1.5

理美容サービス 110.1 0.8 0.8 107.1 0.1 2.1 108.0 0.2 2.9

理美容用品 101.9 0.1 0.9 103.0 -0.3 1.1 103.6 -0.5 1.0

身の回り用品 125.2 0.0 3.6 119.4 0.2 1.9 122.9 0.0 2.4

たばこ 115.1 0.0 0.6 115.1 0.0 0.6 115.1 0.0 0.6

他の諸雑費 108.4 0.0 2.3 102.3 0.0 0.6 102.6 0.0 0.8

＜＜別掲＞＞

エネルギー(※2) 121.4 -2.0 3.0 125.3 -2.1 2.9 127.5 -1.2 3.6

教育関係費(※3) 95.8 0.0 -9.2 97.0 0.0 -4.2 93.5 -0.1 1.9

教養娯楽関係費(※4) 112.5 -2.1 4.1 114.0 -1.0 2.7 115.6 -1.1 2.9

情報通信関係費(※5) 76.0 3.5 4.8 76.7 3.5 5.0 78.5 3.3 4.8

(※2) 「電気代」、「都市ガス代」、「プロパンガス代」、「灯油」及び「ガソリン」の５品目の指数をそれぞれのウェイトで加重平均して求めたもの。

(※3) 教育関係費に区分される品目又は学習机、ボールペンなど類の指数をそれぞれのウェイトで加重平均して求めたもの。

(※4) 教養娯楽関係費に区分される品目又はバス代、航空運賃などの類の指数をそれぞれのウェイトで加重平均して求めたもの。

(※5) 情報通信関係費に区分される品目の指数をそれぞれのウェイトで加重平均して求めたもの。

表 １ 宮 崎 市 、 全 国 及 び 東 京 都 区 部 の 中 分 類 指 数 (令和7年6月)
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総　合 食　料 住　居 　光 熱 ・ 家　具・ 被服及び 保　健 　交 通 ・ 教　育 教　養 諸雑費

 　水 道 家事用品 履    物 医　療 通　信 娯　楽

平成31年 (R元年) 100.1 98.5 100.2 101.2 96.8 99.7 100.0 100.7 104.2 100.8 103.8

令和2年 平均 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

3 99.5 99.2 101.3 101.7 100.2 100.2 99.4 95.5 100.4 101.4 102.1

4 101.9 103.7 102.9 111.2 105.2 102.6 99.5 94.5 101.0 102.2 103.4

5 105.3 111.7 106.2 101.9 110.9 107.9 102.3 96.4 101.6 105.7 104.7

6 108.9 117.4 109.1 107.2 115.1 111.4 104.4 98.0 102.2 110.2 106.3

令和６年 6月 108.5 115.5 109.4 110.2 115.9 111.3 104.0 97.8 102.5 108.3 106.5

7 109.1 116.3 109.2 113.8 116.2 110.5 104.7 98.2 102.5 109.3 106.6

8 109.7 117.8 109.2 113.7 117.4 110.3 104.9 98.3 102.5 110.7 106.5

9 109.2 118.7 109.2 105.6 116.7 112.6 104.8 98.0 102.5 109.1 106.6

10 110.3 120.8 110.1 105.8 116.5 113.1 105.3 98.1 102.5 112.5 106.9

11 111.0 121.9 110.8 108.8 116.3 113.6 105.7 98.3 102.5 112.2 106.9

12 111.8 123.4 110.8 113.7 114.5 113.9 105.8 98.6 102.5 112.3 107.1

令和７年 1 112.3 124.3 110.8 113.7 115.9 113.9 106.0 99.8 102.5 112.3 107.0

2 111.7 122.9 111.1 108.8 115.1 113.8 106.1 100.1 102.5 112.8 107.3

3 112.0 123.4 111.1 108.9 116.7 113.4 106.5 100.3 102.5 113.4 107.3

4 112.2 122.6 111.0 115.5 120.0 115.7 106.5 100.6 87.8 115.0 108.0

5 112.6 123.0 111.5 118.7 121.1 115.6 106.5 100.2 87.3 115.4 108.2

6 112.5 123.1 111.5 118.5 120.5 115.6 106.6 100.4 87.3 113.0 108.3

前年比（％）

平成31年 (R元年) 0.3 0.3 -0.4 1.9 2.1 -1.3 0.7 -0.1 -1.0 1.3 -0.3

令和2年 平均 -0.1 1.5 -0.2 -1.1 3.3 0.3 0.0 -0.7 -4.1 -0.8 -3.6

3 -0.5 -0.8 1.3 1.7 0.2 0.2 -0.6 -4.5 0.4 1.4 2.1

4 2.4 4.5 1.6 9.4 5.0 2.4 0.2 -1.1 0.7 0.8 1.3

5 3.3 7.7 3.2 -8.4 5.4 5.1 2.7 2.1 0.6 3.4 1.3

6 3.4 5.1 2.8 5.2 3.8 3.2 2.1 1.7 0.6 4.3 1.5

前月比（％）

令和６年 6月 0.1 -0.2 0.0 3.1 -0.3 0.0 0.6 0.3 0.0 -1.9 0.3

7 0.5 0.6 -0.2 3.3 0.3 -0.8 0.6 0.4 0.0 1.0 0.0

8 0.5 1.3 0.1 -0.1 1.0 -0.2 0.2 0.0 0.0 1.2 0.0

9 -0.4 0.8 0.0 -7.1 -0.5 2.1 0.0 -0.3 0.0 -1.4 0.0

10 1.0 1.7 0.8 0.1 -0.2 0.5 0.4 0.1 0.0 3.1 0.3

11 0.6 0.9 0.6 2.9 -0.1 0.4 0.4 0.2 0.0 -0.2 0.0

12 0.7 1.3 0.0 4.5 -1.5 0.2 0.1 0.3 0.0 0.1 0.1

令和７年 1 0.5 0.7 0.0 0.0 1.2 0.0 0.2 1.2 0.0 0.0 -0.1

2 -0.5 -1.1 0.2 -4.3 -0.7 -0.1 0.1 0.3 0.0 0.4 0.3

3 0.3 0.4 0.0 0.1 1.3 -0.3 0.4 0.2 0.0 0.5 0.0

4 0.2 -0.7 -0.1 6.0 2.9 2.0 0.0 0.3 -14.3 1.4 0.7

5 0.3 0.3 0.4 2.8 0.9 -0.1 0.1 -0.4 -0.6 0.4 0.2

6 -0.1 0.1 0.0 -0.2 -0.5 0.0 0.1 0.2 0.0 -2.1 0.1

前年同月比（％）

令和６年 6月 3.6 3.9 2.5 11.9 4.4 2.7 1.5 2.6 0.8 4.2 1.7

7 3.6 4.1 2.2 16.3 4.0 1.8 2.2 1.7 0.8 3.4 1.7

8 3.6 4.0 2.2 17.1 6.1 3.9 2.1 0.7 0.8 3.1 1.4

9 2.8 3.7 2.1 9.6 5.8 3.4 2.2 0.6 0.8 2.1 1.2

10 2.9 4.7 2.9 2.8 3.0 2.3 1.6 0.2 0.8 4.4 1.8

11 3.7 6.3 3.5 5.9 3.1 2.8 1.9 0.3 0.8 4.7 1.8

12 4.4 7.9 3.4 10.8 0.1 4.5 2.1 0.5 0.8 4.1 1.9

令和７年 1 4.8 8.3 3.4 10.8 1.9 4.6 2.2 1.6 0.7 4.2 1.9

2 4.6 7.6 3.6 9.4 3.5 3.7 2.1 2.2 1.0 3.7 2.0

3 4.4 7.5 3.5 5.9 3.7 3.2 2.6 2.6 1.0 3.2 1.7

4 4.0 6.6 1.9 12.1 5.1 4.0 3.1 2.7 -14.1 3.7 1.8

5 3.9 6.2 1.9 11.1 4.2 3.8 3.1 2.7 -14.8 4.5 1.8

6 3.7 6.6 2.0 7.5 4.0 3.8 2.5 2.6 -14.8 4.4 1.7

注1）原数値を掲載

注2）前年比及び基準年（令和2年）の前年同月比は、各基準年の公表値による。

表２　宮崎市の１０大費目別指数  （時系列）
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令和2年=100
生鮮食品 生鮮食品を エネルギー 生鮮食品及び 食料（酒類を除く）

除く総合 エネルギーを除く総合 及びエネルギーを除く総合

100.0 97.5 95.3 100.4 100.2 103.8 100.1 100.3

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

99.5 104.6 98.5 99.6 99.6 105.1 99.1 99.1

102.1 107.5 106.4 101.7 101.9 118.3 100.3 99.3

105.7 114.0 111.7 105.1 105.5 110.4 104.6 102.2

109.6 119.4 123.6 108.3 108.9 115.8 107.7 104.7

109.0 119.5 116.6 108.2 108.7 117.8 107.3 104.6

109.7 119.0 119.6 108.7 109.2 121.6 107.6 104.8

110.4 119.3 127.6 108.9 109.6 121.3 107.9 105.1

109.9 119.2 129.3 108.4 109.0 114.2 107.9 104.9

111.1 121.8 130.9 109.5 110.2 114.4 109.1 105.6

111.9 123.8 131.9 110.1 110.9 117.3 109.5 105.8

112.7 123.8 145.5 110.4 111.2 121.6 109.5 105.9

113.3 123.8 148.6 110.8 111.7 123.2 109.8 106.1

112.7 124.5 138.8 110.6 111.5 119.2 109.9 106.3

113.0 124.5 134.2 111.1 112.0 119.5 110.4 106.5

113.2 124.2 119.1 111.9 112.9 122.4 111.1 106.9

113.6 125.5 115.3 112.5 113.6 123.8 111.5 107.2

113.5 125.7 113.9 112.4 113.5 121.4 111.6 107.2

0.4 0.8 -2.2 0.4 0.6 1.5 0.3 0.1

0.0 2.5 4.9 -0.4 -0.2 -3.7 -0.1 -0.3

-0.5 4.6 -1.5 -0.4 -0.4 5.1 -0.9 -0.9

2.6 2.7 8.1 2.2 2.3 12.6 1.2 0.3

3.6 6.1 5.0 3.3 3.5 -6.6 4.3 2.9

3.6 4.7 10.6 3.1 3.3 4.8 3.0 2.4

0.1 0.0 -2.1 0.2 0.2 2.3 0.0 -0.1

0.6 -0.5 2.5 0.5 0.5 3.2 0.2 0.2

0.6 0.2 6.7 0.3 0.3 -0.3 0.3 0.3

-0.4 0.0 1.4 -0.5 -0.5 -5.8 0.0 -0.2

1.1 2.2 1.2 1.0 1.1 0.2 1.1 0.7

0.7 1.7 0.8 0.6 0.7 2.5 0.4 0.2

0.8 -0.1 10.3 0.2 0.2 3.6 -0.1 0.0

0.5 0.0 2.1 0.4 0.4 1.4 0.3 0.2

-0.6 0.6 -6.6 -0.2 -0.2 -3.3 0.1 0.1

0.3 0.0 -3.3 0.4 0.5 0.3 0.5 0.2

0.2 -0.2 -11.2 0.7 0.8 2.4 0.6 0.4

0.4 1.1 -3.2 0.5 0.6 1.2 0.4 0.3

-0.1 0.1 -1.2 -0.1 -0.1 -2.0 0.1 0.0

3.9 4.7 10.2 3.3 3.6 10.4 2.7 2.6

3.9 3.9 14.1 3.2 3.4 13.9 2.3 2.1

3.8 4.0 13.5 3.1 3.4 12.9 2.3 2.2

3.1 3.7 8.8 2.6 2.8 6.7 2.2 2.0

3.1 5.4 6.5 2.7 2.9 2.3 2.7 2.0

4.0 7.0 13.6 3.3 3.5 4.3 3.2 2.3

4.8 6.9 26.0 3.5 3.7 8.2 3.0 2.2

5.2 6.8 26.3 3.8 4.1 9.7 3.3 2.5

5.0 7.4 22.1 3.9 4.2 9.4 3.4 2.6

4.7 7.1 17.4 3.8 4.1 6.7 3.6 2.6

4.4 4.7 2.1 4.1 4.6 8.7 3.7 2.3

4.3 5.0 -3.2 4.2 4.7 7.5 3.9 2.4

4.1 5.1 -2.4 3.9 4.4 3.0 4.0 2.5

資料：総務省統計局「消費者物価指数」

持家の帰属家
賃を除く総合

持家の帰属家
賃を除く住居

持家の帰属家賃及
び生鮮食品を除く総

合

表２　宮崎市の１０大費目別指数  （時系列）
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総　合 食　料 住　居 光 熱 ・ 家  　具 被服及び 保　健 　交 通 ・ 教　育 教　養 諸雑費

 　水 道 家事用品 履    物 医　療 通　信 娯　楽

平成31年 (R元年) 100.0 98.7 99.4 102.5 97.7 98.9 99.7 100.2 108.4 100.6 102.1

令和2年 平均 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

3 99.8 100.0 100.6 101.3 101.7 100.4 99.6 95.0 100.0 101.6 101.1

4 102.3 104.5 101.3 116.3 105.5 102.0 99.3 93.5 100.9 102.7 102.2

5 105.6 112.9 102.4 108.5 113.8 105.7 101.2 95.8 102.1 107.1 103.7

6 108.5 117.8 103.1 112.8 118.4 108.2 102.8 97.4 101.6 112.9 104.8

令和６年 6月 108.2 116.3 102.9 116.1 119.0 108.4 102.7 97.3 101.3 111.8 104.8

7 108.6 116.4 103.0 119.4 119.5 107.2 102.8 97.6 101.3 112.9 104.8

8 109.1 117.6 103.1 118.9 120.3 106.3 103.0 97.6 101.3 115.4 104.9

9 108.9 119.0 103.2 110.5 120.6 109.8 103.2 97.4 101.3 113.3 105.1

10 109.5 120.4 103.4 111.1 121.3 110.0 103.6 97.7 101.3 114.2 105.4

11 110.0 121.3 103.5 114.4 120.5 110.8 103.8 97.8 101.3 114.1 105.4

12 110.7 122.5 103.5 119.3 119.1 110.5 103.7 98.1 101.3 114.2 105.3

令和７年 1 111.2 124.7 103.5 119.3 119.6 108.6 103.9 99.1 101.3 112.9 105.6

2 110.8 124.1 103.6 114.2 119.4 108.8 103.9 99.3 101.5 113.3 105.5

3 111.1 124.2 103.6 114.5 120.0 110.1 104.2 99.5 101.5 114.3 105.6

4 111.5 124.0 103.9 117.9 121.8 111.6 104.2 99.9 95.7 115.9 105.8

5 111.8 124.4 104.0 121.2 122.1 111.5 104.3 99.6 95.7 116.1 106.0

6 111.7 124.6 104.0 120.1 122.3 111.3 104.3 99.6 95.6 115.0 106.0

前年比（％）

平成31年 (R元年) 0.5 0.4 0.3 2.3 2.2 0.4 0.7 -0.7 -1.5 1.6 0.0

令和2年 平均 0.0 1.4 0.6 -2.4 2.3 1.1 0.3 -0.2 -7.8 -0.6 -2.0

3 -0.2 0.0 0.6 1.3 1.7 0.4 -0.4 -5.0 0.0 1.6 1.1

4 2.5 4.5 0.6 14.8 3.8 1.6 -0.3 -1.5 0.9 1.1 1.1

5 3.2 8.1 1.1 -6.7 7.9 3.6 1.9 2.5 1.2 4.3 1.4

6 2.7 4.3 0.7 4.0 4.0 2.4 1.6 1.6 -0.4 5.4 1.1

前月比（％）

令和６年 6月 0.1 -0.4 0.1 3.1 0.4 -0.2 0.6 0.2 0.0 -0.9 0.2

7 0.4 0.1 0.1 2.8 0.4 -1.2 0.1 0.3 0.0 1.0 0.0

8 0.5 1.1 0.1 -0.4 0.6 -0.8 0.1 0.0 0.0 2.2 0.1

9 -0.3 1.2 0.1 -7.1 0.2 3.2 0.2 -0.2 0.0 -1.8 0.1

10 0.6 1.2 0.2 0.6 0.5 0.3 0.4 0.3 0.0 0.8 0.3

11 0.4 0.7 0.1 3.0 -0.6 0.7 0.1 0.1 0.0 -0.1 0.0

12 0.6 1.0 0.0 4.2 -1.2 -0.3 -0.1 0.4 0.0 0.1 -0.1

令和７年 1 0.5 1.8 0.0 0.0 0.4 -1.7 0.2 1.0 0.0 -1.1 0.3

2 -0.4 -0.5 0.0 -4.2 -0.1 0.2 0.0 0.2 0.1 0.4 -0.1

3 0.3 0.1 0.0 0.2 0.5 1.2 0.4 0.2 0.0 0.9 0.1

4 0.4 -0.2 0.2 3.0 1.4 1.3 -0.1 0.4 -5.7 1.4 0.2

5 0.3 0.3 0.1 2.8 0.3 -0.1 0.1 -0.2 -0.1 0.2 0.2

6 -0.1 0.2 0.0 -1.0 0.1 -0.2 0.0 0.0 -0.1 -1.0 0.0

前年同月比（％）

令和６年 6月 2.8 3.6 0.6 7.5 3.7 2.2 1.4 2.5 -1.0 5.6 1.1

7 2.8 2.9 0.6 12.9 3.7 2.2 1.5 1.2 -1.0 4.4 1.3

8 3.0 3.6 0.7 15.0 5.2 2.3 1.5 0.2 -1.0 4.8 0.8

9 2.5 3.4 0.7 8.8 4.8 2.4 1.5 0.1 -1.0 4.3 0.9

10 2.3 3.5 0.8 3.2 4.4 2.4 1.7 0.5 -1.0 4.2 1.1

11 2.9 4.8 0.9 6.8 3.7 2.6 1.6 0.9 -1.0 4.5 1.1

12 3.6 6.4 0.8 11.4 3.0 2.9 1.7 1.1 -1.0 4.0 1.1

令和７年 1 4.0 7.8 0.8 11.2 3.4 2.8 1.8 2.0 -1.1 2.6 1.4

2 3.7 7.6 0.8 6.3 4.0 2.8 1.7 2.4 -1.1 2.1 1.1

3 3.6 7.4 0.8 5.7 4.5 3.0 2.0 2.7 -1.2 2.0 1.1

4 3.6 6.5 1.0 8.4 4.1 2.7 2.2 2.7 -5.6 2.7 1.3

5 3.5 6.5 1.1 7.7 3.0 2.6 2.0 2.7 -5.6 3.0 1.3

6 3.3 7.2 1.0 3.4 2.7 2.6 1.5 2.4 -5.6 2.8 1.2

注1）原数値を掲載
注2）前年比及び基準年（令和2年）の前年同月比は、各基準年の公表値による。

表３ 全国の１０大費目別指数 （時系列）
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令和2年=100
生鮮食品 生鮮食品を エネルギー 生鮮食品及び 食料（酒類を除く）

除く総合 エネルギーを除く総合 及びエネルギーを除く総合

100.0 98.2 96.8 100.2 100.2 104.4 99.8 100.1

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

99.7 102.0 98.8 99.8 99.7 103.9 99.5 99.2

102.7 104.3 106.7 102.1 102.5 121.7 100.5 99.4

106.6 108.2 114.6 105.2 106.2 114.4 104.5 101.9

110.0 110.2 122.6 107.9 109.4 118.7 107.0 103.8

109.6 109.7 118.5 107.8 109.2 121.8 106.6 103.6

110.1 110.1 116.4 108.3 109.8 125.2 106.9 103.8

110.8 110.3 120.8 108.7 110.3 124.5 107.4 104.2

110.4 110.6 125.6 108.2 109.7 116.3 107.5 104.2

111.2 111.4 127.6 108.8 110.4 116.9 108.1 104.5

111.8 111.5 128.6 109.2 110.9 120.1 108.4 104.6

112.5 111.5 136.0 109.6 111.4 125.0 108.4 104.5

113.2 111.7 145.7 109.8 111.6 126.1 108.5 104.4

112.7 111.9 138.0 109.7 111.5 121.6 108.7 104.5

113.1 112.1 134.0 110.2 112.0 121.9 109.2 104.8

113.5 112.8 126.2 110.9 112.9 125.6 109.7 105.2

113.9 113.1 122.9 111.4 113.5 128.0 110.0 105.3

113.8 113.1 120.5 111.4 113.5 125.3 110.3 105.3

0.6 1.0 -3.1 0.6 0.8 1.4 0.6 0.4

0.0 1.8 3.3 -0.2 -0.2 -4.2 0.2 -0.1

-0.3 2.0 -1.2 -0.2 -0.3 3.9 -0.5 -0.8

3.0 2.2 8.1 2.3 2.7 17.1 1.1 0.1

3.8 3.8 7.4 3.1 3.6 -6.0 4.0 2.5

3.2 1.9 7.0 2.5 3.0 3.8 2.4 1.9

0.1 0.0 -3.7 0.3 0.3 2.8 0.1 0.0

0.4 0.3 -1.8 0.5 0.5 2.9 0.2 0.2

0.6 0.3 3.8 0.4 0.4 -0.6 0.5 0.4

-0.3 0.3 3.9 -0.4 -0.5 -6.6 0.1 -0.1

0.7 0.7 1.6 0.6 0.7 0.5 0.6 0.4

0.5 0.1 0.8 0.4 0.5 2.7 0.2 0.0

0.7 0.0 5.7 0.3 0.4 4.1 0.0 0.0

0.6 0.2 7.1 0.2 0.2 0.9 0.1 -0.1

-0.4 0.2 -5.2 -0.1 -0.1 -3.6 0.2 0.1

0.3 0.1 -2.9 0.4 0.5 0.2 0.4 0.3

0.4 0.6 -5.8 0.7 0.8 3.1 0.5 0.3

0.4 0.3 -2.6 0.4 0.5 1.9 0.3 0.1

-0.1 0.0 -2.0 0.0 0.0 -2.1 0.2 0.0

3.3 1.4 8.0 2.6 3.1 7.7 2.2 1.9

3.2 1.6 4.2 2.7 3.1 12.0 1.9 1.6

3.5 1.8 7.8 2.8 3.3 12.0 2.0 1.7

2.9 1.8 5.5 2.4 2.7 6.0 2.1 1.7

2.6 2.4 2.1 2.3 2.6 2.3 2.3 1.6

3.4 2.5 8.7 2.7 3.1 6.0 2.4 1.7

4.2 2.2 17.3 3.0 3.5 10.1 2.4 1.6

4.7 2.2 21.9 3.2 3.8 10.8 2.5 1.5

4.3 2.4 18.8 3.0 3.5 6.9 2.6 1.5

4.2 2.4 13.9 3.2 3.7 6.6 2.9 1.6

4.1 2.9 3.9 3.5 4.1 9.3 3.0 1.6

4.0 3.1 -0.1 3.7 4.3 8.1 3.3 1.6

3.8 3.1 1.6 3.3 3.9 2.9 3.4 1.6

資料：総務省統計局「消費者物価指数」

表３　全国の１０大費目別指数  （時系列）

持家の帰属家
賃を除く総合

持家の帰属家
賃を除く住居

持家の帰属家賃及
び生鮮食品を除く総

合

- 10 -

専②－25



令和2年＝100

宮崎市 全　国 東京都

 　区 　　分 前月比 前年 前月比 前年 区　部 前月比 前年

同月比 同月比 同月比

(%) (%) (%) (%) (%) (%)

平成31年 (R元年) 100.1 － 0.3 100.0 － 0.5 99.9 － 0.8

令和2年 平均 100.0 － -0.1 100.0 － 0.0 100.0 － 0.1

3 99.5 － -0.5 99.8 － -0.2 99.8 － -0.2

4 101.9 － 2.4 102.3 － 2.5 102.2 － 2.5

5 105.3 － 3.3 105.6 － 3.2 105.4 － 3.2

6 108.9 － 3.4 108.5 － 2.7 107.9 － 2.3

令和５年 6月 104.7 0.0 3.2 105.2 0.1 3.3 105.1 0.0 3.2

7 105.3 0.5 3.5 105.7 0.5 3.3 105.5 0.4 3.2

8 105.9 0.6 3.7 105.9 0.3 3.2 105.6 0.1 2.9

9 106.2 0.3 3.3 106.2 0.3 3.0 105.8 0.1 2.8

10 107.2 1.0 3.6 107.1 0.9 3.3 106.8 1.0 3.2

11 107.0 -0.2 3.3 106.9 -0.2 2.8 106.5 -0.3 2.7

12 107.0 0.0 3.2 106.8 -0.1 2.6 106.5 0.0 2.4

令和６年 1 107.2 0.1 2.9 106.9 0.1 2.2 106.6 0.1 1.8

2 106.8 -0.4 3.5 106.9 0.0 2.8 106.7 0.1 2.5

3 107.3 0.5 3.5 107.2 0.3 2.7 107.1 0.3 2.6

4 107.9 0.6 3.1 107.7 0.4 2.5 107.0 0.0 1.8

5 108.4 0.5 3.5 108.1 0.4 2.8 107.4 0.3 2.2

6 108.5 0.1 3.6 108.2 0.1 2.8 107.5 0.1 2.3

7 109.1 0.5 3.6 108.6 0.4 2.8 107.8 0.3 2.2

8 109.7 0.5 3.6 109.1 0.5 3.0 108.4 0.5 2.6

9 109.2 -0.4 2.8 108.9 -0.3 2.5 108.1 -0.3 2.1

10 110.3 1.0 2.9 109.5 0.6 2.3 108.8 0.7 1.8

11 111.0 0.6 3.7 110.0 0.4 2.9 109.2 0.4 2.5

12 111.8 0.7 4.4 110.7 0.6 3.6 109.8 0.5 3.1

令和７年 1 112.3 0.5 4.8 111.2 0.5 4.0 110.2 0.4 3.4

2 111.7 -0.5 4.6 110.8 -0.4 3.7 109.7 -0.4 2.8

3 112.0 0.3 4.4 111.1 0.3 3.6 110.2 0.4 2.9

4 112.2 0.2 4.0 111.5 0.4 3.6 110.7 0.5 3.4

5 112.6 0.3 3.9 111.8 0.3 3.5 111.1 0.3 3.4

6 112.5 -0.1 3.7 111.7 -0.1 3.3 110.8 -0.2 3.1

注）原数値を掲載。前年比及び前年同月比は各基準年の公表値による。 資料：総務省統計局「消費者物価指数」

表 ４　宮崎市、全国及び東京都区部の総合指数 
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表　５　 財 ・ サ ー ビ ス 分 類 指 数　（　全　　　国　）

令和2年=100

令和7年 前月比 前年同 令和7年 前月比 前年同 令和6年
6月 月比　 5月 月比　 6月

    (％)     (％)     (％)     (％)

111.7 -0.1 3.3 111.8 0.3 3.5 108.2

財 120.4 -0.3 4.8 120.7 0.4 5.3 114.9
120.4 -0.1 5.1 120.5 0.7 5.8 114.6

129.7 -0.8 11.3 130.7 -0.5 9.9 116.5
121.8 -1.2 3.7 123.3 -1.1 2.5 117.4
213.5 1.8 100.2 209.7 3.4 101.7 106.7

米 類 213.5 1.8 100.2 209.7 3.4 101.7 106.7

118.7 -0.1 3.7 118.7 0.2 3.9 114.4

124.1 0.6 5.8 123.3 0.6 5.2 117.2
110.4 -0.1 2.4 110.5 0.0 2.3 107.9
127.1 -4.5 0.0 133.1 -1.6 5.2 127.1
113.7 0.1 2.5 113.5 0.2 2.7 110.9

120.5 -1.0 3.7 121.7 3.8 8.8 116.2
115.9 0.6 3.5 115.2 0.0 3.2 112.0

102.9 0.1 1.5 102.8 0.1 1.4 101.4
104.0 0.1 2.1 103.8 0.2 1.9 101.8

100.7 -0.1 0.2 100.8 0.2 0.5 100.4

外　　　　      　     食 79.0 0.0 -4.8 79.0 0.1 -4.9 83.0
公営・都市再生機構・公社家賃 101.8 -0.3 0.5 102.1 0.2 0.7 101.3
家 事 関 連 サ ー ビ ス 106.9 0.0 3.2 106.9 0.2 3.3 103.5
医 療 ・ 福 祉 関 連 サ ー ビ ス 98.3 0.0 0.0 98.3 0.0 1.0 98.2
運 輸 ・ 通 信 関 連 サ ー ビ ス 102.3 -0.4 1.3 102.8 0.4 1.4 101.1
教 育 関 連 サ ー ビ ス 41.6 0.0 -56.2 41.6 0.0 -56.2 95.0
教 養 娯 楽 関 連 サ ー ビ ス 95.0 0.0 0.4 95.0 0.0 0.5 94.6

103.7 0.2 1.9 103.5 0.1 1.7 101.7
118.7 0.3 4.9 118.3 0.5 4.8 113.1
100.7 0.0 0.4 100.7 0.0 0.5 100.3

民 営 家 賃 （ 木 造 ） 100.7 0.0 0.0 100.6 0.0 0.0 100.6
民 営 家 賃 （ 非 木 造 ） 100.8 0.0 0.6 100.7 0.1 0.6 100.1

100.7 0.0 0.2 100.7 0.0 0.3 100.5
持 家 の 帰 属 家 賃 （ 木 造 ）外　食 100.7 0.0 0.0 100.6 0.0 0.1 100.6
持家の帰属家賃（非木造） 101.1 0.0 0.8 101.0 0.1 0.8 100.3

102.9 0.3 3.0 102.6 0.1 2.3 99.9
家 事 関 連 サ ー ビ ス 112.4 0.1 3.0 112.3 0.2 3.1 109.1
医 療 ・ 福 祉 関 連 サ ー ビ ス 103.4 0.0 0.8 103.4 -0.1 1.0 102.6
教 育 関 連 サ ー ビ ス 101.6 -0.1 -0.3 101.7 -0.1 -0.2 101.9
通信・教養娯楽関連サービス 96.9 0.5 4.4 96.4 0.1 2.8 92.8

<<　別掲　>>

112.2 0.3 1.7 111.9 0.0 2.2 110.3
112.9 0.2 2.7 112.6 0.2 2.5 109.9
123.3 -0.4 5.7 123.8 0.6 6.3 116.7

106.9 -0.4 1.4 107.3 1.4 3.2 105.4

<<　季節調整済指数　>>

財 120.5 -0.1 - 120.6 0.5 - 115.0

注）季節調整済指数以外は原数値を掲載

外 食

生 鮮 商 品
他 の 農 水 畜 産 物

工 業 製 品

他 の 工 業 製 品

出 版 物

食 料 工 業 製 品

電 気 ・ 都 市 ガ ス ・ 水 道

サ ー ビ ス
持家の帰属家賃を除くサービス

公 共 サ ー ビ ス

一 般 サ ー ビ ス

他 の サ ー ビ ス

公 共 料 金

非 耐 久 消 費 財

持 家 の 帰 属 家 賃

民 営 家 賃

耐 久 消 費 財
半 耐 久 消 費 財

繊 維 製 品
石 油 製 品

財 ・ サ ー ビ ス 分 類

総 合

生 鮮 食 品 を 除 く 財

農 水 畜 産 物
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消費者物価指数のしくみと見方  

 

 

１ 消費者物価指数とは 

日常生活で私たち消費者が購入する商品やサービスの価格を総合した物価の変動を時

系列的にみるものです。 

 

 

２ 消費者物価指数のしくみ 

消費者物価指数は「ある基準となる年に家計で購入した商品やサービスと同じものを、

現在、買い揃えるとしたらどれだけお金がかかるか」という考え方によって作られた計

算方式(ラスパイレス算式)を用いて作成されています。指数作成には「家計調査」や「小

売物価統計調査」などの結果が必要です。 

 

 

３ 作成の手順 

(1)  世帯で消費する商品やサービスのうち家計支出からみて重要なものを指数品目として

選びます。 

(2) 指数品目の家計にとっての重要さの度合いを反映させるためにそれぞれの品目の家計

に占める割合に応じて、ウエイト(重み)を付けます。 

(3) 指数品目の小売価格を小売物価統計調査の調査員が毎月調査します。 

(4) 個々の指数品目の価格とウエイトを使って、消費者物価指数を作成します。 

 

 

４ 指数の見方 

消費者物価指数は、基準時(令和 2年)を 100とした指数値で表しています。 

二時点間の物価の上がり下がりは変化率で表します。 

(1) 前 月 比 ・・・ 当月の指数値を前月の指数値と比べた変化率で、最も近い時点

の物価変動を表します。 

(2) 前年同月 比 ・・・ 当月の指数値を前年の同じ月の指数値と比べた変化率で、季節

的変動を含まない物価変動をみることができます。 

(3) 寄 与 度 ・・・ 品目又は類の指数の変動が、総合指数の変動にどの程度の影響

を与えたかを示したものです。 

(4) 年平均指 数 ・・・ １～12月の月別の指数値を単純平均した値です。 

 

 

５ 指数の公表 

消費者物価指数で公表されている主なものは、10 大費目別指数などの基本分類指数、商

品・サービス分類指数(全国･東京都区部のみ）、地域差指数(年１回公表)などがあります。 

なお、小売物価統計調査は、宮崎市、都城市、延岡市及び小林市において調査していま

すが、消費者物価指数は｢宮崎市分｣のみを公表しています。 

 

 

 

この月報に関するお問合せは、 

宮崎県総合政策部統計調査課  生活統計担当まで 

０９８５－２６－７０４３ 
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有効求人倍率の推移（季節調整値）

職業紹介主要指標

7年  6月 7年  5月
前月比
（差）

6年  6月
前年同月比

（差）

１． 4,263 4,511 - 3,924 8.6 

２． 21,346 21,746 - 21,806 ▲ 2.1 

３． 8,709 8,249 - 8,844 ▲ 1.5 

４． 24,633 24,972 - 25,693 ▲ 4.1 

５． 3,854 3,944 - 3,893 ▲ 1.0 

６． 1,543 1,667 - 1,642 ▲ 6.0 

７． 1,470 1,597 - 1,553 ▲ 5.3 

1.25 1.27 ▲ 0.02 1.28 ▲ 0.03 

1.15 1.15 - 1.18 ▲ 0.03 

９．就職率 　　 (％) 36.2 37.0 - 41.8 ▲ 5.6 

10．充足率　　　(％) 16.9 19.4 - 17.6 ▲ 0.7 

11． 2,458 2,656 - 2,190 12.2 

12． 12,712 12,991 - 12,493 1.8 

13． 2,249 2,293 - 2,060 9.2 

14． 836 949 - 847 ▲ 1.3 

15．就職率　　　 (％) 34.0 35.7 - 38.7 ▲ 4.7 

16． 22,685 22,694 - 22,718 ▲ 0.1 

17． 298,337 298,165 - 301,094 ▲ 0.9 

19． 1,259 1,628 - 1,161 8.4 

20． 4,788 4,223 - 4,594 4.2 

21． 551,386 524,802 - 548,363 0.6 

＊季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X－12ｰARIMA）による。

６月の雇用の動き

(注)ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上

　　で求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

総 支 給 金 額 （ 千 円 ）

就 職 件 数

項　　　　　　　　目

新 規 求 職 申 込 件 数

月 間 有 効 求 職 者 数

新 規 求 人 数

中
高
年

(

パ
ー

ト
を
含
む

)

雇
用
保
険

受 給 資 格 決 定 件 数

全
数
（

パ
ー

ト
を
含
む
）

紹 介 件 数

月 間 有 効 求 人 数

充 足 数

季調値

原数値比
率

受 給 者 実 人 員 ( 所 定 内 )

被 保 険 者 数

適 用 事 業 所 数

８．有効求人倍率(倍)

就 職 件 数

新 規 求 職 申 込 件 数

月 間 有 効 求 職 者 数

紹 介 件 数

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

倍 令和５年度 令和６年度 令和７年度

６
１

７
３

14
11

本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求職者数（同）が前月比0.0％（3人）増加し、有効求人数（同）は前月比1.8％

（461人）減少した結果、前月より0.02ポイント低下し、1.25倍となった。
新規求職者数（原数値）は、前年同月比で8.6％(339人）増加となった。なお、有効求職者数（原数値）は、前年同月比で2.1％（460人）減少と
12ヶ月連続の減少となっている。

新規求職者（一般フルタイム･パート）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が21.1％（221人）増、離職者は5.1％（128人）増、無業

者が2.9％（10人）減となった。なお、離職者のうち、事業主都合離職者は1.7％（9人）増となっている。
一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で1.5％（135人）減少となった。また、有効求人数（原数値）は、前年同月比で4.1％（1,060人）の減
少で23ヶ月連続減少となっている。

新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中9産業で増加となった。卸売業、小売業で15.4％（137人）増、複合サービス事業で

242.9％（119人）増等となる一方、サービス業（他に分類されないもの）で18.8％（246人）減、医療、福祉で3.1％（84人）減、生活関連サービス業、

娯楽業で25.7％（73人）減等（18産業中9産業で減少）となったことから、全体で1.5%（135人）の減少となった。

職業紹介状況は、紹介件数が39件（1.0％）減の3,854件となり、就職件数は99件（6.0％）減の1,543件となった。就職率（対新規求職者）は、5.6

ポイント減少し36.2％となった。

うち、パートの紹介件数は198件（15.0％）増の1,522件となり、就職件数は3件（0.5%）減の651件となった。就職率（対新規求職者）は、3.5ポイン

ト減少し39.8％となった。
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一般職業紹介状況　＜学卒を除きパートを含む＞

１．新規求職状況

　

の う ち 　 の う ち

受給者の 計 55才 中 高 年 の

計 男 女 占 め る 率 (45才以上) 以上の者 占 め る 率

受給者

安定所別 　　(％)

3,924 1,171 1,622 2,298 29.8 2,190 1,430 55.8

4,511 1,413 1,830 2,678 31.3 2,656 1,742 58.9

4,263 1,255 1,826 2,435 29.4 2,458 1,558 57.7

1,797 564 726 1,071 31.4 1,039 642 57.8

474 163 200 274 34.4 284 182 59.9

343 81 153 190 23.6 191 112 55.7

807 233 355 450 28.9 427 275 52.9

225 62 106 119 27.6 137 89 60.9

370 92 175 195 24.9 234 164 63.2

247 60 111 136 24.3 146 94 59.1

(注）男女の計は合計と一致しない

２.月間有効求職状況

　 の う ち 　 の う ち

受給者の 計 55才 中 高 年 の

計 男 女 占 め る 率 (45才以上) 以上の者 占 め る 率

受給者

安定所別 　　(％) 　　(％)

21,806 7,984 9,897 11,884 36.6 12,493 8,330 57.3

21,746 7,624 9,522 12,201 35.1 12,991 8,669 59.7

21,346 7,781 9,423 11,901 36.5 12,712 8,440 59.6

9,967 3,576 4,375 5,582 35.9 5,890 3,795 59.1

2,142 886 924 1,217 41.4 1,328 938 62.0

1,493 564 701 791 37.8 916 608 61.4

4,011 1,453 1,694 2,310 36.2 2,277 1,510 56.8

1,154 408 571 582 35.4 753 517 65.3

1,473 508 673 800 34.5 851 580 57.8

1,106 386 485 619 34.9 697 492 63.0

(注）男女の計は合計と一致しない

(注)ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の扱いについては、1頁の（注）を参照。

小　 林

   7年   5月

   6年   6月

   7年 6月計

宮　 崎

安
　
　
定
　
　
所

延　 岡

小　 林

都　 城

日　 南

高　 鍋

日　 向

項　目

項　目

中高年齢者の新規求職申込件数新　規　求　職　申　込　件　数

   6年   6月

日　 南

高　 鍋

 
安
　
　
定
　
　
所

都　 城

中高年齢者の月間有効求職者数月　間　有　効　求　職　者　数

   7年   5月

   7年 6月計

日　 向

宮　 崎

延　 岡
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３．求人・充足状況

４．就職状況

(注）男女の計は合計と一致しない

(注)ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の扱いについては、1頁の（注）を参照。

291

39

28

の 充 足 数

192

222

214

98

22

29

35

31

1,553

1,597

1,470

183

211

205

26

592

163

123

201

882

545

1,620

445

2,356

1,656

4,658

1,519

1,249

就          職         件          数

153 7142

77

112

107

64 31 56 71

55 14 99

6137

48 57 86

9 59

5 50 33

55

9 77

37 49

143

1,642

1,667

573

184

9856 133 22

88 219 37

125 38

127

313

105

213 414 125

236

67 187 34

51

6

927

381 935 168 56 334 199 226 346

621 1,046

986 2,249 1,543 479 141 836 470 614

543 152 949 529

3,854

1,499

440

57

243

1,124 2,060

1,013 2,293

124

310

766

230

475 659 983

受給者

件 数

の 就 職
女

他 県 へ

3,893 529 150 847

55才以上
計 男

年 齢 者

中 高

受給者 年 齢 者

中 高

の 者
計

102

88

16

16

19

5

556

580

1,578 111

19

36

25,693

24,633

11,617

24,972

8,844

8,249

8,709

4,081

高　 鍋

日　 南

高　 鍋

小　 林

都　 城

   6年   6月

   7年   5月

項　目

安
　
　
定
　
　
所

   7年 6月計

宮　 崎

延　 岡

日　 向

紹  介  件  数

366

3,944

小　 林

延　 岡

日　 向

都　 城

日　 南

   6年   6月

   7年   5月

   7年 6月計

安定所別

安
　
　
定
　
　
所

宮　 崎

項　目

安定所別

新 規 求 人 数 管 外 へ の

就 職 件 数

月 間 有 効
求 人 数 充 足 数

管　　　外　　　関　　　係

管 外 か ら
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５．比率の動向

（注）括弧内の数値は季節調整値

６．パートタイム職業紹介状況

宮　崎

　　　　　項目
ﾊﾛｰﾜｰｸﾌﾟﾗｻﾞ
宮 崎

延　岡

日　向

都　城

日　南

高　鍋

小　林

(注)ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の扱いについては、1頁の（注）を参照。

1.59

2.01 1.16

1.08

1.07

1.17

1.10

1.50

1.11

安定所別

2.25

   7年 6月計

2.27

1.86

   6年   6月 (2.14)

   7年 6月計

1.98

日　 向

都　 城

日　 南

   7年   5月

安
　
　
定
　
　
所

宮　 崎

高　 鍋

小　 林

1,635

1.83 (2.07)

2.04 (1.96)

延　 岡

651

262

40

安
　
　
定
　
　
所

676

192

125

305

90

656

199 660

-203 -

3,649

513

57

1,814 1,383 123

494

85

83

19.4

22.6

18.0

17.6

36.2

4,240

7.2 34.0

34.9

32.1

38.8 8.6

7.4

2,678 9,315 8,114

7,699

1,272

2,789 9,341

16.9

38.6 9.7 32.9

比　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　率

有 効
求 人 倍 率

新 規 充 足 率 の う ち
求 人 倍 率

( 有 効 )
充 足 率 ( 有 効 ) 就 職 率 就 職 率 受 給 者

の占める率
就 職 率 ( 有 効 )

就 職 率 中高年の 中高年の

(1.28)

19.8

20.0

1.15

1.15

(1.27)

(1.25)

1.18 6.0

6.0

6.9

6.2

7.0

14.5

18.5

7.0

17.6

5.1 31.9 5.7

7.0

32.2

6.4 37.0 7.7 35.7 7.3 32.6

41.8 7.5 38.7 6.8

26.8

7.5

31.0

5.7 29.3

6.6

29.9

46.7 9.1 43.1

37.0 8.5 33.5

7.8 36.2

9.0

8.9 34.2 7.2

39.938.8 7.8 35.8 6.7

   7年   5月

安定所別

1.37

項  目

   6年   6月

就 職 件 数

1,509

月間有効求職者数 月間有効求人数

6.7

新 規 求 職 申 込 件 数 新 規 求 人 数

1,854 2,594

22.42.35

46415

560

48

542

934

252

項　目

98 154 537

149 204 627

185 529

874

654

25.9

39.7

9,486 8,003 714

　季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X－12ｰARIMA）による。 なお、令和6年12月以前の数値は、令和7年1月分公表時に
  新季節指数により改訂されている。
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７．産業別・規模別新規求人状況
項　　　目

 産業別・規模別 計 パート 計 パート 計 パート

Ａ．Ｂ 205 79 196 60 172 46

Ｃ 9 0 2 0 8 0

Ｄ 724 44 781 56 793 47

Ｅ 848 186 604 113 851 160

237 102 174 69 226 89

38 12 36 4 27 11

78 6 46 4 55 4

74 14 53 13 90 7

11 2 7 0 6 2

17 2 10 0 10 1

11 0 22 7 17 5

11 1 3 0 11 2

1 0 0 0 1 0

44 10 26 3 54 19

1 0 22 1 16 1

22 0 22 0 43 3

0 0 10 0 1 0

0 0 0 0 4 0

77 7 32 0 56 4

44 6 51 4 58 0

23 1 26 3 30 4

22 8 11 0 11 0

42 7 14 2 28 1

44 4 15 0 57 3

8 0 0 0 4 0

34 4 14 3 35 1

9 0 10 0 11 3

Ｆ 9 1 2 1 7 0

Ｇ 302 15 399 42 366 26

Ｈ 497 67 417 60 454 74

Ｉ 1,029 412 894 289 892 356

Ｊ 73 17 50 12 62 4

Ｋ 76 17 96 31 95 29

Ｌ 185 28 116 26 203 30

Ｍ 399 215 357 250 352 207

Ｎ 211 94 256 126 284 106

Ｏ 215 104 149 73 152 94

Ｐ 2,655 1,045 2,611 1,027 2,739 1,040

Ｑ 168 101 64 11 49 11

Ｒ 1,064 332 1,171 344 1,310 399

Ｓ．Ｔ 40 32 84 73 55 49

8,709 2,789 8,249 2,594 8,844 2,678

5,674 1,915 5,513 1,848 5,809 1,875

1,932 602 1,735 501 1,953 562

781 185 670 131 758 164

129 24 131 39 190 34

162 52 126 48 106 28

31 11 74 27 28 15

(注) 産業分類は、令和6年4月以降については令和5年7月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和6年3月以前については
平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

製 造 業

1,000人以上

合                計

30～99人

100～299人

300～499人

サービス業(他に分類されないもの)

金 融 業 、 保 険 業

規
　
模
　
別

29人以下

500～999人

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

ゴ ム 製 品 製 造 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業

公 務 ・ そ の 他

運 輸 業 、 郵 便 業

卸 売 業 、 小 売 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

医 療 、 福 祉

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業 、 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業

教 育 、 学 習 支 援 業

求  　　    人　　　　　状　　　　　　況

7年  6月 7年  5月 6年  6月

建 設 業

農 ・ 林 ・ 漁 業

鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業

食 料 品 製 造 業

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業

電子部品･デバイス･電子回路製造業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

繊 維 工 業

そ の 他 の 製 造 業

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業

化 学 工 業

石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業
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８．職業別常用職業紹介状況（パートを含む）

職業別

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

I

J

K

９．全国の動き

(注)ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の扱いについては、1頁の（注）を参照。

2.00 1.14    　           5月 392 2,028 786 2,314 98 431 2.14 1.24

2.28 1.29令和５年度（　〃　） 375 1,918 856 2,472

405 2.30 1.24 2.33 1.32

426 1.26 2.28

    　           2月 361 1,856 840 2,456 95

1.34

1.25

2.32   令和7年 　    1月 397 1,813 907 2,425 75

90 1.25

2.25 1.25

1,903 807 2,361 474

4662,438 99

43082

2.31 1.24

498

1.232.50

2.43 1.27

2.20

   令和6年 　    6月 337 2,021 792 2,336 97

2.35 1.20

483 2.30 1.2480

    　          10月 377 1,923 919

2.35 1.16443 2.25

    　           7月

95367令和６年度（　〃　） 2.26-1,921 829 2,397 1.25

2.24

1.24

1.25

2.30 1.31

-

令和４年度（　〃　） 382 1,916 877 2,511

- 1.90 1.10

2.08

102

101 437 - -

令和３年度（　〃　） 386 1,956 802 2,266

-

442

104 515 1.16--

2,070 547 -

164

生 産 工 程 従 事 者

年月

分 類 不 能 の 職 業

販 売 従 事 者

531

93

243

保 安 職 業 従 事 者

輸送・機械運転従事者

建 設 ・ 採 掘 従 事 者

項　目

   6年   6月

   7年 6月計

事 務 従 事 者

管 理 的 職 業 従 事 者

651

787

   7年   5月

専門的・技術的職業
従 事 者

サービス職業従事者

新規求職

農 林 漁 業 従 事 者

　　　　　　項　目

29

81

1,016

155

運搬・清掃・包装等
従 事 者

(注)職業分類は、平成21年12月改定の「日本標準職業分類」に基づく区分。

128

25

482 351

46 387 40

0

548 201

78

56

130

18

季 調 済 求 人 倍 率

実 人 員

求 人 倍 率

新 規申込件数

月間有効 新 規 月間有効

求 人 数
就職件数

求 人 数求職者数

受 給 者

千件千人

新 規

倍倍

有 効 有 効

倍 倍

充　足　数

3,907

4,242

10

4,500

新規求職申込件数

うち45歳以上
新規求人数

就職件数

うち45歳以上

2,181

2,650

2,445

9

7,986

7,469

789

881

1,549

1,563

1,4497,932

62

557

333

397

90

349

542

835

41

1,627

219

214

338

119

1

229

272

769

1

86

14

2,024

781

693

104

114

41

202

1,480

1,506

1,391

1

228

262

千件 千人 千人 千人

21

0 0

29

59

56

0

131 185

39

56

18

121

77

83

318

1.14    　           6月 349 2,003 772 2,291 95 466 2.18 2.211.22

432 -

102

2.32 1.29396 1.26 2.13

令和２年度（　〃　） 386 1,883 731

    　           3月 378 1,899 807 2,445 126

358 1,963 843 2,365 95

    　           9月 349

    　           8月 317 1,907 792 2,337

2.73 1.35    　          12月 290 1,787 791 2,411 2.27

2.56 1.30    　          11月 313 1,873 802 2,429 87 432 2.25 1.25

1.64 1.18    　           4月 514 1,998 840 2,363 105 395 2.24 1.26
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雇用保険適用・給付状況

１．雇用保険適用状況

２．給　付　状　況

高千穂

西 都

局

※ 高千穂・西都は、廃止安定所であるが、追加給付の関係で値が計上される場合がある。(千円未満四捨五入）

運輸局

日　　南

高　　鍋

小　　林

延　　岡

日　　向

都　　城

項 目

安定所別

   6年   6月

   7年   5月

   7年 6月計

安
　
 
定
 
　
所

宮　　崎

　　　　　　項　目

高 　鍋

22,718

22,694

22,685

9,430

2,927

1,881

受 給 資 格

　　　一　　　　般　　　　給　　　　付

宮 　崎

延　 岡

日 　向

都　 城

日 　南

小 　林

   6年   6月

   7年   5月

   7年 6月計

67

適 用 事 業 所 数

安定所別

1,161

決 定 件 数

1,386

1,809

安
　
 
定
 
　
所

1,628

1

初 回

受 給 者

1,127

1,265

1,350

562

170

125

236

80

104

72

1

- -

1,259

505

164

100

242

73

-

107

277

4

508,672

486,516

513,439

216,174

62,602

38,059

99,262

29,737

37,013

29,989

603

- -

4,594

4,223

4,788

1,942

621

387

934

286

337

0.43

-

1.5

1.4

1.6

1.5

1.7

1.7

1.7

2.0

1.5

1.6

-

- -

0.55

0.43

0.56

0.37

0.42

0.45

0.43

0.47

0.46

0

0

0

-

0

1

0

0

1

0

0

249

0

0

0

0

-

-

3

0

0

基 本

受 給 率 支 給 金 額

0

739

0

249

383

195

411

3,938

1,314

1,920

22,633

272 260

3

36,543 3

54,434 11

22,586 4

781

11

5

14,353

258

5

1 6

8,915 4,549

301,094 48 3,972

1,768

3,899

131,060 23

298,337 51

138

5

16,728

307

7

適　用　事　業　所 被　　保　　険　　者

資 格 喪 失

6 790

300

184

資 格 取 得

4,068

被 保 険 者 数 新 規 適 用 廃 止 脱 退

3,688

298,165 75 63

70

63

24

特 例 一 時 金

(所定内) (基本手当
　基本分） 　　(％)

受給率

- - - - - -

受 給 者

実 人 員

総 支 給 額

（ 千 円 ） 受 給 者 数

基 本 初 回

　　 （千円）

  +　(％)

－7－
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３．高年齢雇用継続給付・育児休業給付状況

安定所別

高千穂

西 都

※ 高千穂・西都は、廃止安定所であるが、追加給付の関係で値が計上される場合がある。 (千円未満四捨五入）

４．高年齢求職者給付・就職促進給付状況

高千穂

西 都

局

※ 高千穂・西都は、廃止安定所であるが、追加給付の関係で値が計上される場合がある。 (千円未満四捨五入）

安
　
　
定
　
　
所

宮　 崎

0

7

11

89

   7年   5月

高　 鍋

日　 向

都　 城

10,043 59

130

31,767

43

18

43

高年齢求職者給付

84,738 521

- - -

168

都　 城

高　 鍋

運輸局 0

22,020

小　 林

4,586

小　 林

355

延　 岡

44,422

   7年 6月計

日　 南

   6年   6月

安
　
　
定
　
　
所

30

229,725 6180,408

844

671

3

820

- - -

545

14 0

0 56

- - -

7,574

0

-

0 39

20,685

0

- -

2,080

1,262

基 本 給 付 金

受給者数

受給要件確認件数

支 給 金 額
（ 千 円 ）

269,205

育 休
プ ラ ス

0

0

0

2

0

0 149,057

265,5521,168

- - -

18

38,346 0

-

4,275 0

育　児　休　業　給　付項目

   6年   6月

   7年   5月

受給者数

高　年　齢　雇　用　継　続　給　付

支給金額 （千 円）

339,059

306

30052,781 0

0

基 本
給 付 金

再 就 職
給 付 金

受 給 者 数

1,211

1,483

受給要件
確認件数

0

基 本
給 付 金

再 就 職
給 付 金

基 本
給 付 金

再 就 職
給 付 金

-

44

   7年 6月計

安定所別

日　 南

84,182

受給資格
決定件数

支 給 金 額
（ 千 円 ）

受給者数

414

0

0

00

506

0

0 84

87

項目

7

宮　 崎

延　 岡

日　 向

34 6,026

398

0

8,0200

-

0

8

24 1,066

85

206,784

024,613

0

65,259

786

0

0

0 13

550

265

154

134

612

0

-

31

230

- -

0 40,788

00153

82

0

0

15

17

861

221

59

90

8,17238

0

3,441

33

49

63

51

43 9,468

40

141

378

46

154

28 18,362

27,502

17,253

- -

0

-

再 就 職 手 当

1,228 0

53,855

-

38

就　　職　　促　　進　　給　　付

0

22,157

支 給 金 額
（ 千 円 ）

295

13,774

11

9 39

147

109

受給者数 受給者数

60 13,721

2

0

0

-

0 879

0

0 0 0 00 0 2 806

- - - - - -

025 5,541 28 0 012,445 0

- - -

-

102

-

00

0

0 2 79

0

0

0

-

0

11

支 給 金 額
（ 千 円 ）

常用就職支度手当

支給金額
（千円）

就 業 手 当

536

受給者数

0

0

220,096

0

0

419

5
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現 住 人 口 前月との 現 住 人 口 前月との

総  数 増減 総  数 増減

1,019,870 ▲ 893 18,826 ▲ 51

391,850 ▲ 76 15,746 ▲ 35

159,013 ▲ 85 885 2

109,847 ▲ 155 4,469 ▲ 11

46,320 ▲ 38 14,050 ▲ 17

40,411 ▲ 61 9,327 ▲ 20

56,178 ▲ 32 63,303 ▲ 132

14,763 ▲ 47 16,386 ▲ 38

26,786 ▲ 9 1,263 ▲ 2

15,637 ▲ 40 2,162 ▲ 3

860,805 ▲ 543 4,109 ▲ 12

三 股 町 25,105 ▲ 4 23,920 ▲ 55

計 25,105 ▲ 4 10,407 0

高 原 町 7,795 ▲ 6 3,122 2

計 7,795 ▲ 6 2,973 1

国 富 町 17,423 ▲ 15 16,502 3

綾 町 6,470 3

計 23,893 ▲ 12

注）宮崎県人口は、出生・死亡、転入及び転出の県外分のみを推計要素としているので、市町村の積み上げ人口と一致しない。

宮 崎 市

宮 崎 県 高 鍋 町

新 富 町

西 都 市

日 向 市

計

え び の 市

西
諸
県
郡

小 林 市

日 南 市

▲ 206160,518

東
諸
県
郡

五ヶ瀬町

6月1日現在の県人口  （県統計調査課）

市 町 村 市 町 村

都 城 市

延 岡 市

西 米 良 村

児
湯
郡

東
臼
杵
郡

北
諸
県
郡

椎 葉 村

計

美 郷 町　市　計　

串 間 市

町村計

諸 塚 村

門 川 町

木 城 町

川 南 町

都 農 町

計

西
臼
杵
郡

高千穂町

日之影町
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一 般 ＝ 常用及び臨時・季節を合わせたものをいう。

パ ー ト タ イ ム ＝ 「パートタイム」とは、毎日就労する者については1日の労働時間が一般従

業員より短く、特定日又は特定期間就労する者については、1日の労働時間

の長短を問わず１ヵ月(日雇的パートタイムにおいては1週)の所定労働時間

が、一般従業員より短いものをいう。

　なお、「パートタイム」は雇用期間の定めにより、「常用的パートタイ

ム」、「臨時的パートタイム」及び「日雇的パートタイム」にわけられる。

　統計表中で「一般(パートタイムを含む)」というように使用されている

場合は、通常このうち常用的パートタイムと臨時的パートタイムを加えた

ものを指す。

新規求職申込件数 ＝ 期間中に新たに受付けた求職申込みの件数をいう。

月間有効求職者数 ＝ 「前月から繰越された有効求職者数」と当月の「新規求職申込件数」の合

計数をいう。

紹 介 件 数 ＝ 求職者と求人の結合をはかるため、自安定所で紹介した件数（他安定所か

らの連絡求人分の紹介も含む。)をいう。

就 職 件 数 ＝ 有効求職者が、就職したことを確認した件数をいう。

他県への就職件数 ＝ 都道府県地域を超える広域職業紹介による就職件数をいう。

保 受 給 者 の 受給資格決定後、基本手当の支給を終了するまでの間に安定所の紹介によ
一 般 就 職 件 数 り就職した基本手当受給資格者の就職件数をいう。

新 規 求 人 数 ＝ 期間中に新たに受け付けた求人数(採用予定人員)をいう。

月 間 有 効 求 人 数 ＝ 「前月から繰越された有効求人数」と当月の「新規求人数」の合計数をい
う。

充 足 数 ＝ 有効求人が、求職者と結合した件数をいう。

受給資格決定件数 ＝ 受け付けた離職票に基づき、安定所が求職者給付を受ける資格があると決
定した件数をいう。

初 回 受 給 者 数 ＝ 同一求職者給付の受給期間内における当該求職者給付の第1回目の支給を受
けた者の数をいう。

受 給 者 実 人 員 ＝ 失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう。

季 節 調 整 値 ＝ 一年を周期として繰り返す季節的な要因により変動の影響を取り除いた値
である。

有 効 求 人 倍 率 ＝ 求職者一人当たりに何人の求人があるかを表す数値であり、月間有効求人
数を月間有効求職者数で除して算出する。

＝

用語の説明
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調査調査調査調査

調査月報　2025年８月号 9

１．今期（４～６月期）の業況判断ＤＩは「▲７」と前期比１Ｐ低下し、前回調査時

の見通し（▲８）を１Ｐ上回った。来期（７～９月期）見通しは「▲６」と今期

比１Ｐ上昇。４月に発動された米国の追加関税（トランプ関税）の県内経済への

影響が懸念されるものの、現状では大きな影響はみられない。

２．業種別では、製造業（▲３）が前期比 10 Ｐ、サービス業（▲３）が同 10 Ｐ上昇

した一方、建設業（＋５）が同４Ｐ低下、卸小売業（▲ 26）が同 24 Ｐと大幅に

低下した。

３．全体の資金繰りの現状ＤＩ（＋１）は同２Ｐ上昇、設備投資・店舗等の現状ＤＩ（▲

15）は同５Ｐ低下した。雇用者数の現状ＤＩ（▲ 42）は前期比８Ｐ上昇したが、サー

ビス業（▲ 53）では 15 Ｐ低下し不足感が強まった。

４．物価上昇が業況に与える影響では、前期に引き続き９割を超える企業が「大きく

影響している（43.4％）」または「やや影響している（50.5％）」と回答した。

５．販売価格については、全体で「値上げを行った（66.1％）」は７割弱だった。業

種別では、建設業（69.4％）が７割に迫り、卸小売業（83.3％）は８割を超えて

いる。販売価格の上昇率は「５～ 10％（30.8％）」が最も高かった。

６．物価上昇への「望まれる対策」では「原材料価格高騰対策（77.3％）」が最も高かっ

た。「燃料油価格高騰対策（47.2％）」は前期（52.0％）比 4.8 Ｐ低下した。

７．トランプ関税の影響は、全体の 57.1％が現時点で「影響はない」と回答した。

今後については「影響はない」が 14.9％となり、49.7％が「わからない」と回

答した。先行きに対する不透明感は強く、県内経済への影響が懸念される。

＜業況判断ＤＩ＞

業種

前回（25 年３月）調査 今回（25 年６月）調査

①現状 ②来期見通し ③現状 ④来期見通し

変化幅（注１） 変化幅（注２）

全 体 ▲　6 ▲　8 ▲  7 ▲　1 ▲  6 1

製 造 業 ▲ 13 ▲　3 ▲  3 10 ▲  3 0

建 設 業 9 ▲　2 5 ▲  4 0 ▲  5

卸 小 売 業 ▲　2 ▲ 20 ▲ 26 ▲ 24 ▲ 11 15

サービス業 ▲ 13 ▲  8 ▲  3 10 ▲ 13 ▲ 10

注１：③ -①  　　　　　　注２：④ -③

2025年６月期企業動向アンケート調査（第121回）2025年６月期企業動向アンケート調査（第121回）
～現状トランプ関税の影響は小さいものの今後については不透明感が強い～

専②－41

hiramotok
フリーテキスト
資料№７



調査月報　2025年８月号10

―アンケート調査の概要―

実施期間：2025 年５月 26 日～６月９日

対 象 先：県内に本社または支店等を有する企業（500 社）

内　　容：①県内景気判断　　　　　　　②自社の業況（業況判断、売上、利益）

　　　　　③物価上昇の業況への影響　　④ 2025 年夏季賞与支給状況

　　　　　⑤ 2024 年度（24 年４月～ 25 年３月）採用者数

　　　　　⑥トランプ関税の業況への影響

調査方法：郵送によるアンケート

回収状況：回答企業 197 社（回答率 39.4％）

※本調査は、当所と宮崎県が共同で実施するもので、調査結果は県政にも活用されます。

＜文中の用語＞

前期：2025年１～３月期（３月調査）

今期：2025年４～６月期（６月調査）

来期：2025年７～９月期（９月調査）

　Ⅰ期：１～３月、Ⅱ期：４～６月

　Ⅲ期：７～９月、Ⅳ期：10～12月 

＜回答企業内訳＞

＜所在地区分＞

県　央：宮崎市、西都市、東諸県郡、児湯郡

県　北：延岡市、日向市、東臼杵郡、西臼杵郡

県南西：都城市、小林市、えびの市、日南市、串間市、北諸県郡、西諸県郡

ＤＩ（Diffusion Index）

「好転・増加・過剰」の回答割合（%）―「悪

化・減少・不足」の回答割合（%）＝ＤＩで、

景気動向を判断する指標のひとつ。

Ｐ：ポイント

＜業種区分＞：サービス業には、製造、建設、卸小売業以外の業種を含む

業　　　　種 資　　本　　金

製造業 建設業 卸小売業 サービス業 ３千万円未満 １億円未満 １億円以上

企業総数
197 66 45 47 39 95 58 14

100.0％ 33.5％ 22.8％ 23.9％ 19.8％ 56.9％ 34.7％ 8.4％

県 央
94

17 20 30 27 44 29 7
48.0％

県 北
44

17 11 9 7 23 12 4
22.4％

県 南 西
58

32 14 8 4 28 17 3
29.6％

注）資本金、所在地の未記入企業があり、総数と一致していない。下段は企業構成比率

　　本文中の構成比の図表は、四捨五入の関係から、内訳の総和は必ずしも 100％にはならない。
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調査月報　2025年８月号 11

調査／2025年６月期企業動向アンケート調査（第121回）

１．業況判断　（表１、図１）

 前期比低下 

今期の業況判断ＤＩ（「好転」－「悪化」）

は全体で「▲７」と前期比１Ｐ低下した。

業種別では、製造業（▲３）で同 10 Ｐ、

サービス業（▲３）が同 10 Ｐ上昇した。

建設業（＋５）が同４Ｐ、卸小売業（▲

26）は同 24 Ｐ低下した。

従業員別では、100～199人（▲13）が

同 18 Ｐ、200人以上（▲９）が同９Ｐ低

下し、資本金別では、３千万～１億円未

満（▲17）が同11Ｐ、１億円以上（▲７）

が15Ｐ低下した。

図１．業況判断ＤＩの推移

単位：％、ポイント

不明分は除く。 　（ 　 　）は回答企業数

業　況

項　目

好転
（Ａ）

悪化
（Ｂ）

今期ＤＩ
（A）-（B）

前期
ＤＩ

来期
ＤＩ

全　　　体 (196) 16 23 ▲　7 ▲　6 ▲　6

業　
　

種

製 造 業 (66) 20 23 ▲　3 ▲13 ▲　3

建 設 業  (45) 18 13 5 9 0

卸 小 売 業 (46) 11 37 ▲26 ▲　2 ▲11

サ ー ビ ス 業 (39) 15 18 ▲　3 ▲13 ▲13

従 

業 

員

5 0 人 未 満 (101) 18 27 ▲　9 ▲　8 ▲　9

5 0 ～ 9 9 人 (43) 16 14 2 ▲　7 ▲12

100～199人 (22) 14 27 ▲13 5 0

2 0 0 人 以 上 (21) 5 14 ▲　9 0 10

資 

本 

金

3千万円未満 (94) 18 22 ▲　4 ▲　7 ▲　5

3千万～1億円未満 (59) 10 27 ▲17 ▲　6 ▲11

1 億 円 以 上 (14) 14 21 ▲　7 8 0

表 1．業況判断ＤＩの内訳（業種別・規模別）

現在の県内景気をどう見ていますか？

県内景気の判断は、「良い」が前期比１Ｐ上昇、「悪い」は同横ばいだった。４月に

米国で関税引上げが公表され、国内景気の先行きに対する不透明が増しているが、今

回の景気判断に大きな影響はなかった。

県内景気の判断

四捨五入の関係から、 内訳の総和は必ずしも 100％にはならない。
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調査月報　2025年８月号12

＜製造業＞

○製造業　（図２）

 前期比上昇 

今期の業況判断ＤＩは、全体で前期比

10 Ｐ上昇し「▲３」となった。出荷高（▲

４）は同１Ｐ低下、経常利益（▲ 17）は

同４Ｐ上昇した。建設資材関連で省エネ

基準の強化等に関する建築基準法改正に

よる駆け込み需要があった。

来期の業況判断ＤＩは、今期比横ばい

の「▲３」となった。出荷高は同６Ｐ低

下の「▲10」、経常利益は同１Ｐ低下の

「▲ 18」だった。「消費者マインドの悪

化」、「値上げ交渉の長期化」、「コスト上

昇の影響」を懸念する意見がみられた。

○製造業ＤＩの内訳　（表２）

 トランプ関税の影響が懸念される 

食料品・飲料の今期の業況判断ＤＩ（＋

12）は前期比28Ｐ上昇する一方、出荷高

（＋７）は同14Ｐ、経常利益（▲13）は同

２Ｐ低下した。「夏に期待」との声があり、

来期の業況判断ＤＩ（＋25）は今期比13Ｐ、

経常利益（▲６）は同７Ｐ上昇した。

木材木製品の今期の業況判断ＤＩ（０）

は前期比12Ｐ、コスト上昇で経常利益（▲

30）は同30Ｐ低下した。来期は夏季休暇

による売上や利益の減少を見込み、業況

判断（▲10）は今期比10Ｐ、出荷高（▲

10）は同20Ｐ、経常利益（▲40）は同

10 Ｐ低下となった。

金属製品の来期の業況判断ＤＩ（▲57）

はトランプ関税の影響を見込み今期比 43

Ｐ低下となった。その他製造業の今期の

業況判断ＤＩ（＋５）は県外向けや大型

受注で前期比 35 Ｐ上昇したが、来期は

先行き不透明感から業況判断ＤＩ（▲11）

は今期比16Ｐ低下となった。

図２．製造業ＤＩ

表２．製造業におけるＤＩ 単位：％、ポイント

業種

業況判断 出荷高 経常利益

前期 今期 来期 前期 今期 来期 前期 今期 来期

ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ ＤＩ ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ ＤＩ ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ ＤＩ

製 造 業 (66) ▲13 20 58 23 ▲  3 ▲  3 ▲  3 26 44 30 ▲  4 ▲10 ▲21 17 49 34 ▲17 ▲18

食料品・飲料 (16) ▲16 25 63 13 12 25 21 38 31 31 7 6 ▲11 25 38 38 ▲13 ▲  6

繊 維 製 品 (4) ▲33 0 25 50 ▲50 0 ▲67 25 25 50 ▲25 ▲25 ▲67 25 25 50 ▲25 ▲25

木材木製品 (10) 12 30 40 30 0 ▲10 13 40 30 30 10 ▲10 0 20 30 50 ▲30 ▲40

化 学 製 品 (2) 50 0 50 50 ▲50 50 100 0 50 50 ▲50 50 0 0 100 0 0 0

窯 業 土 石 (2) 0 0 0 100 ▲100 ▲100 ▲100 0 0 100 ▲100 ▲100 ▲100 0 0 100 ▲100 ▲100

機 械 器 具 (3) ▲25 0 67 33 ▲33 ▲33 0 0 67 33 ▲33 ▲33 0 0 100 0 0 0

金 属 製 品 (7) 14 0 86 14 ▲14 ▲57 29 29 71 0 29 ▲57 15 14 86 0 14 ▲57

電気電子部品 (3) ▲50 33 67 0 33 100 ▲50 0 100 0 0 100 ▲50 0 67 33 ▲33 100

その他製造業 (19) ▲30 21 63 16 5 ▲11 ▲35 21 47 32 ▲11 ▲11 ▲45 16 53 32 ▲16 ▲11

２．業種別ＤＩ（業況、売上（出荷高）・利益（前年比））
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調査／2025年６月期企業動向アンケート調査（第121回）

＜非製造業＞

○建設業　（図３）

 前期比低下 

今期の業況判断ＤＩは、前期比４Ｐ低

下の「＋５」だった。売上高は同８Ｐ低

下の「０」、経常利益は同１Ｐ低下し「＋

５」だった。「民間が伸びている」という

声がある一方で、「住宅に関するマインド

の悪化」という声もあった。業況判断や

売上高が低下した要因として、年度始め

という季節要因に加え、建築基準法改正

前の駆け込みによる需要減の影響が考え

られる。

来期の業況判断ＤＩは今期比５Ｐ低下

の「０」、売上高は同２Ｐ低下の「▲２」、

経常利益は同８Ｐ低下の「▲３」となっ

た。「公共工事の発注が増加しそう」「親

会社の設備投資が計画通り推移」という

前向きな声がきかれたが、季節要因に加

え、原材料価格の高止まり、人手不足や

それに対応する人件費の上昇が経常利益

を圧迫し、業況悪化を予想する回答を増

加させた要因と推察される。

○卸小売業　（図４）

 前期比大幅に低下、来期は上昇を見込む 

今期の業況判断ＤＩは前期比24Ｐ低下

し「▲26」だった。売上高は同８Ｐ低下

の「▲14」、経常利益は同20Ｐ低下の「▲

26」となった。「前期の反動減」「仕入価

格上昇」「物価高による消費低迷」といっ

た声があり、年度末の反動減に加え物価

上昇による消費者マインドの悪化や仕入

価格の上昇により売上高や経常利益が減

少したと考えられる。

来期の業況判断は、今期比15Ｐ上昇

の「▲11」だった。売上高は同１Ｐ上昇

の「▲13」、経常利益は同９Ｐ上昇の「▲

17」となった。「店舗以外の売上増加を

見込む」、「客数・客単価増」、「大型案件

の受注」といったプラスの声もあった一

方で、「物価上昇による購入の減少」、「消

費低迷」等のマイナスの声もあった。売

上高、経常利益共にマイナス圏であり、

コスト上昇に対して価格転嫁が追いつか

ない状況がうかがえる。

図４．卸小売業ＤＩ図３．建設業ＤＩ
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○サービス業　（図５）

 前期比上昇、来期は低下を見込む 

今期の業況判断ＤＩは前期比10Ｐ上昇

し「▲３」だった。売上高は同19Ｐ上昇

の「５」、経常利益は同10Ｐ上昇し「▲

11」だった。業種別内訳では、その他サー

ビス業で「値上げを受け入れてもらえた」

といった声があった。

来期の業況判断は今期比10Ｐ低下の

「▲13」、売上高は同16Ｐ低下の「▲11」、

経常利益は同13Ｐ低下し「▲24」だった。

「人件費の転嫁が困難」といった声も

挙がっており、価格転嫁が課題である。

○非製造業ＤＩの内訳　（表３）

 今期は運輸業等が前期比上昇 

運輸業の今期業況判断ＤＩ（＋33）は

「運賃値上げ」等で前期比 66 Ｐ、売上高

（＋33）は同 50 Ｐ、経常利益（０）は同

17 Ｐ上昇した。来期は「団体観光の減少」

「燃料費高騰」等で業況判断ＤＩ（▲33）

は今期比66Ｐ、売上高（▲33）は同66Ｐ、

経常利益（▲33）は同 33 Ｐ低下した。

宿泊業の今期業況判断ＤＩ（０）は前

期比67Ｐ低下、売上高（０）は同34Ｐ上

昇、経常利益（▲33）は同１Ｐ上昇した。

来期は「会合やイベントの減少」等によ

り業況判断ＤＩ（▲25）は今期比 25 Ｐ、

売上高（▲25）は同 25 Ｐ、経常利益（▲

67）は同 34 Ｐ低下となった。

その他サービス業は「値上げの受け入

れ」等で今期業況ＤＩ（▲14）は前期比

13 Ｐ、売上高（＋７）は同25Ｐ、経常利

益（▲６）は 21 Ｐ上昇した。来期は「コ

スト増」等で業況判断ＤＩ（▲14）は今

期比横ばい、売上高（０）は同７Ｐ、経

常利益（▲27）は同 21 Ｐ低下となった。

図５．サービス業ＤＩ

表３．非製造業におけるＤＩ 単位：％、ポイント

業種

業況判断 売上高 経常利益

前期 今期 来期 前期 今期 来期 前期 今期 来期

ＤＩ 好転 不変 悪化 ＤＩ ＤＩ ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ ＤＩ ＤＩ 増加 不変 減少 ＤＩ ＤＩ

建 設 業 (45) 9 18 69 13 5 0 8 24 51 24 0 ▲  2 6 27 51 22 5 ▲  3

卸 小 売 業 (46) ▲  2 11 52 37 ▲26 ▲11 ▲  6 24 38 38 ▲14 ▲13 ▲  6 22 30 48 ▲26 ▲17

卸 売 業 (24) ▲26 4 67 29 ▲25 ▲  8 ▲  4 25 38 38 ▲13 ▲21 ▲13 25 25 50 ▲25 ▲21

小 売 業 (22) 18 18 36 45 ▲27 ▲14 ▲  7 24 38 38 ▲14 ▲  4 0 18 36 45 ▲27 ▲13

サービス業 (39) ▲13 15 67 18 ▲  3 ▲13 ▲14 26 54 21 5 ▲11 ▲21 21 47 32 ▲11 ▲24

運 輸 業 (6) ▲33 33 67 0 33 ▲33 ▲17 50 33 17 33 ▲33 ▲17 50 0 50 0 ▲33

通 信 業 (1) 0 0 0 100 ▲100 ▲100 0 0 0 100 ▲100 ▲100 0 0 0 100 ▲100 ▲100

不 動 産 業 (1) ▲25 0 100 0 0 0 ▲25 0 100 0 0 0 ▲25 0 100 0 0 0

宿 泊 業 (4) 67 25 50 25 0 ▲25 ▲34 25 50 25 0 ▲25 ▲34 0 67 33 ▲33 ▲67

飲 食 業 (1) - 0 100 0 0 0 - 100 0 0 100 0 - 0 100 0 0 0

情報サービス業 (5) ▲25 0 80 20 ▲20 0 0 0 80 20 ▲20 0 0 0 80 20 ▲20 0

その他サービス業 (15) ▲27 13 60 27 ▲14 ▲14 ▲18 27 53 20 7 0 ▲27 27 40 33 ▲  6 ▲27

そ の 他 (6) 0 17 83 0 17 17 0 17 67 17 0 0 ▲22 17 67 17 0 0
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調査／2025年６月期企業動向アンケート調査（第121回）

３．資金繰りの現状　（図６）

 プラスに転ずる 

資金繰りの現状ＤＩ（「楽」－「苦しい」）

は、全体で前期比２Ｐ上昇の「＋１」と

プラスに転じた。

業種別では、製造業（▲７）で同 10 Ｐ、

建設業（＋29）では同 10 Ｐ上昇し、卸

小売業（▲６）で同 10 Ｐ、サービス業（▲

11）では同９Ｐ低下した。建設業の資金

繰りは引き続き改善している。

４．設備・店舗等の現状　（図７）

 全体では低下 

設備・店舗等の現状ＤＩは全体で前期

比５Ｐ低下の「▲15」となった。

業種別では、建設業（▲11）では同７Ｐ、

卸小売業（▲10）で同６Ｐ、サービス業

（▲15）では同６Ｐ低下した。製造業（▲

18）のみ同２Ｐ上昇した。

５．雇用者数の現状　（図８）

 マイナス幅が縮小 

今期の雇用者数の現状ＤＩは、全体で

前期比８Ｐ上昇の「▲42」だった。

建設業（▲57）では 21 Ｐ上昇したも

ののサービス業（▲53）は 15 Ｐ低下し、

全体では引き続き人手不足が続いてい

る。

図６．資金繰りの現状ＤＩ

図７．設備・店舗等の現状ＤＩ

図８．雇用者数の現状ＤＩ
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 全体の９割超に影響が続く 

物価上昇が業況に与える影響では、「大

きく影響している（43.4％）」と「やや

影響している（50.5％）」を合わせた回

答が 93.9％と前期（92.9％）を 1.0 Ｐ上

回った。物価上昇の要因は、全体で「資

材（原材料）価格の上昇（35.2％）」が

最も高く、「人件費の上昇（27.5％）」「原

油価格の上昇（24.2％）」と続いた。

「人件費の上昇」は全業種で前期比上

昇しており、特に製造業（26.7 Ｐ）が前

期比 14.6 Ｐ、サービス業（25.7 Ｐ）が

同 7.8 Ｐと大きく上昇した。

図９．物価上昇の業況への影響

図 10．物価上昇の要因

６．物価上昇の業況への影響　（図９～10、次頁図 11～12、次々頁図 13、表４）
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調査／2025年６月期企業動向アンケート調査（第121回）

物価上昇が「業況に影響している」と

回答した企業の１年前からの売上原価等

（仕入価格、原材料価格、輸送費等）の

上昇率では、「10 ～ 15％未満（29.8％）」

が最も高かった。業種別では、卸小売業

の「10～15％未満（36.6％）」が最も高かっ

た。建設業では 15％以上が５割弱となり

他業種に比べ売上原価の上昇率が高い。

物価上昇が「業況に影響している」と

回答した企業の販売価格の１年前からの

値上げの有無では、全体で「値上げを行っ

た」が 66.1％となった。業種別では、建

設業では７割に迫り、卸小売業で８割を

超える一方、サービス業は５割弱にとど

まった。

販売価格の上昇率では、全体で「５～

10％未満（30.8％）」が最も高く、業種別

では、製造業で「５～10％未満（36.1％）」、

建設業で「15～20％未満（33.3％）」、卸

小売業は「５～10％（36.4％）」、サービ

ス業では「５％未満（35.7％）」と「10

～15％未満（35.7％）」が最も高かった。

図 11．売上原価等の上昇率

図 12．販売価格の値上げの有無
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物価上昇に対して今後望まれる対策

では、全体で「原材料価格高騰対策

（77.3％）」が最も高く、次いで「燃料油

価格高騰対策（47.2％）」、「資金繰り支

援（17.8％）」となった。「燃料油価格高

騰対策」は前期比 4.8 Ｐ低下した。

業種別では建設業で「原材料価格高騰

対策（92.5％）」が９割を超えた。

７．2025年夏季賞与支給状況（表５、６）

 建設業、サービス業で「増加」が上昇 

2025 年夏季賞与（見込み）の支給総額

は、全体では「増加（26.7％）」が、前

年比 1.5 Ｐ低下したが、業種別では「建

設業（44.2％）」が同 6.7 Ｐ、「サービス

業（33.3％）」が同 10.8 Ｐ上昇した。

建設業は、支給倍率（1.85倍）、支給額

（42万円）ともに業種別で最も高かった。

図 13．販売価格の上昇率

単位：％

原材料
価格高騰

対策

燃料油
価格高騰

対策

資金繰り
支援

輸出拡大
対策

その他

全 体
（n=173） 68.8 52.0 17.9 1.7 6.9

（n=163） 77.3 47.2 17.8 7.4 4.3

製 造 業
（n=61） 68.9 49.2 24.6 3.3 6.6

（n=56） 71.4 35.7 17.9 14.3 5.4

建 設 業
（n=40） 82.5 50.0 7.5 0.0 0.0

（n=40） 92.5 50.0 10.0 0.0 0.0

卸小売業
（n=42） 57.1 57.1 16.7 2.4 9.5

（n=35） 74.3 54.3 25.7 5.7 2.9

サービス業
（n=30） 66.7 53.3 20.0 0.0 13.3
（n=32） 71.9 56.3 18.8 6.3 9.4

表４．今後望まれる対策（複数回答）

単位：倍、万円

（「支給なし」「未定」「不明分」を除いた企業の平均値 )

表６．2025 年夏季賞与支給（見込み）の
　　　１人当たり平均支給状況

表５．2025年夏季賞与（見込み）の支給状況
　　　（前年比） 単位：％

増加 横ばい 減少
支給 
しない

未定

全 体
（n=216） 28.2 50.9 10.2 3.2 7.4
（n=187） 26.7 46.0 12.3 4.3 10.7

製 造 業
（n=67） 25.4 52.2 13.4 1.5 7.5
（n=63） 19.0 49.2 15.9 3.2 12.7

建 設 業
（n=56） 37.5 42.9 10.7 0.0 8.9
（n=43） 44.2 37.2 7.0 0.0 11.6

卸小売業
（n=53） 26.4 54.7 9.4 3.8 5.7
（n=45） 15.6 51.1 15.6 6.7 11.1

サービス業
（n=40） 22.5 55.0 5.0 10.0 7.5
（n=36） 33.3 44.4 8.3 8.3 5.6

上段：2024 年
下段：2025 年

賞与
業種

倍　率 支給額

2024年 2025年 2024年 2025年

全 体
1.66 

（n=163）
1.57

（n=151）
35

（n=159)
35 

（n=137）

製 造 業
1.66 

（n=53)
1.42 

（n=49）
34 

（n=51）
35 

（n=48）

建 設 業
1.72 

（n=39）
1.85 

（n=37）
41 

（n=40）
42 

（n=32）

卸 小 売 業
1.62 

（n=42）
1.59 

（n=38）
34 

（n=39）
33 

（n=32）

サービス業
1.66 

（n=29）
1.45 

（n=27）
36 

（n=29）
31 

（n=25）

上段：前期
下段：今期

専②－50



調査月報　2025年８月号 19

調査／2025年６月期企業動向アンケート調査（第121回）

８．2024 年度の採用者数　（表７）

 「中途採用」が最も高い 

2024年度の採用者数は、全体で973 人、

そのうち、県内が 580 人、Ｕターンは 49

人、外国人は 51 人だった。中途採用が

全体の 63.3％で前年比 5.2 Ｐ上昇した。

９．トランプ関税の影響 　（表８～９）

今年４月に米国で発動された追加関税

（トランプ関税）の現在の影響について

は、全体の 57.1％が「影響はない」と回

答した。

今後については「影響がない」が14.9％

となり、「大きく影響を受ける（7.7％）」

と「やや影響を受ける（27.6％）」を合

わせた35.3％が「影響を受ける」、49.7％

が「わからない」と回答した。受ける影

響について全体では「利益減少（50.8％）」

が最も高く、「売上減少（49.2％）」、「販売

価格上昇（19.7％）」と続いた。

県内経済に関する回答では、トランプ

関税による影響は小さいが、景気の先行

き不透明感は高まっており、今後影響が

顕在化すると予想される。

10．まとめ

今期の業況判断ＤＩ（▲７）は、物価

上昇により消費者マインドが低下する中、

トランプ関税という不確定要素が加わっ

たものの、前期比１Ｐ低下にとどまった。

６月18日に公表された税関統計では自動

車等の米国向け輸出に大きな影響が表れ、

県内経済への影響拡大も懸念される。

物価上昇や米国の通商政策の影響もあり、

今後の国内経済は力強さを欠くことが予

想され、企業は価格転嫁や賃上げに慎重に

ならざるを得ない状況にある。政府には、

関税交渉や内需拡大、生産性向上等への

支援に対する期待が高まっている。（野崎）

単位：人（％）

採用者数
履歴

全　体 うち、県内 うち、Uターン うち、外国人

合 計
985 (100.0) 657 (66.7) - 49 (5.0)
973 (100.0) 580 (59.6) 49 (5.0) 51 (5.2)

中途採用
572 (58.1) 379 (66.3) - 33 (5.8)
616 (63.3) 352 (57.1) 29 (4.7) 42 (6.8)

高 校 卒
234 (23.8) 161 (68.8) - 0 (0.0)
208 (21.4) 157 (75.5) 0 (0.0) 0 (0.0)

大 学 卒
102 (10.4) 66 (64.7) - 4 (3.9)
81 (8.3) 32 (39.5) 18 (22.2) 3 (3.7)

専 門 ・
専 修 卒

40 (4.1) 29 (72.5) - 3 (7.5)
52 (5.3) 29 (55.8) 2 (3.8) 4 (7.7)

高 専 卒
9 (0.9) 7 (77.8) - 0 (0.0)
6 (0.6) 6 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

短 大 卒
10 (1.0) 7 (70.0) - 2 (20.0)
5 (0.5) 3 (60.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

大学院卒
10 (1.0) 7 (70.0) - 0 (0.0)
3 (0.3) 1 (33.3) 0 (0.0) 0 (0.0)

不 明
7 (0.7) 0 (0.0) - 7 (100.0)
2 (0.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (100.0)

表７．採用者数の内訳（2023、2024年度）

単位：％

単位：％

表９．トランプ関税から受ける影響（現在、今後）

表８．トランプ関税の影響（現在、今後）

大きく影響
を受ける

やや影響
を受ける

影響は
ない

わから
ない

全 体
（n=189） 3.7 13.2 57.1 25.9
（n=181） 7.7 27.6 14.9 49.7

製 造 業
（n=65） 6.2 26.2 49.2 18.5
（n=64） 12.5 28.1 15.6 43.8

建 設 業
（n=44） 4.5 9.1 61.4 25.0
（n=42） 9.5 33.3 4.8 52.4

卸小売業
（n=45） 2.2 6.7 57.8 33.3
（n=41） 4.9 31.7 14.6 48.8

サービス業
（n=35） 0.0 2.9 65.7 31.4
（n=34） 0.0 14.7 26.5 58.8

利益
減少

売上
減少

販売価
格上昇

雇用者 
減少

給与・賞与
の減額

取引先の 
見直し

その他

全 体
（n=37） 54.1 43.2 18.9 2.7 5.4 0.0 5.4
（n=61） 50.8 49.2 19.7 3.3 9.8 4.9 0.0

製造業
（n=22） 40.9 59.1 4.5 4.5 9.1 0.0 9.1
（n=24） 37.5 66.7 16.7 4.2 8.3 4.2 0.0

建設業
（n=7） 71.4 28.6 28.6 0.0 0.0 0.0 0.0
（n=17） 58.8 41.2 17.6 5.9 17.6 0.0 0.0

卸小売業
（n=5） 60.0 0.0 80.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（n=15） 53.3 40.0 33.3 0.0 6.7 6.7 0.0

サービス業
（n=3）100.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
（n=5） 80.0 20.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0

上段：2023 年度
下段：2024 年度

上段：現在
下段：今後

上段：現在
下段：今後
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第 121 回企業動向アンケート結果（業種別）

※回答社数構成比％

　ＤＩは％ポイント

＜今期見込み＞ ＜来期見通し＞

好転

増加

(A)

不変

(B)

悪化

減少

(C)

ＤＩ

(A)-(C)

好転

増加

(A)

不変

(B)

悪化

減少

(C)

ＤＩ

(A)-(C)

アンケート回答 全　体 16 61 23 ▲  7 14 67 20 ▲  6

企業の業況判断 製 造 業 20 58 23 ▲  3 19 59 22 ▲  3

建 設 業 18 69 13 5 13 73 13 0

卸 小 売 業 11 52 37 ▲ 26 11 67 22 ▲ 11

サービス業 15 67 18 ▲  3 8 72 21 ▲ 13

売上 (出荷 )高 全　体 25 46 29 ▲  4 15 62 23 ▲  8

製 造 業 26 44 30 ▲  4 19 52 29 ▲ 10

建 設 業 24 51 24 0 16 67 18 ▲  2

卸 小 売 業 24 38 38 ▲ 14 11 65 24 ▲ 13

サービス業 26 54 21 5 10 69 21 ▲ 11

経常利益 全　体 21 45 34 ▲ 13 12 61 27 ▲ 15

製 造 業 17 49 34 ▲ 17 13 56 31 ▲ 18

建 設 業 27 51 22 5 13 71 16 ▲  3

卸 小 売 業 22 30 48 ▲ 26 13 57 30 ▲ 17

サービス業 21 47 32 ▲ 11 8 61 32 ▲ 24

現  状

楽

過剰

(A)

普通

適正

(B)

苦しい

不足

(C)

ＤＩ

(A)-(C)

資金繰り 全　体 19 63 18 1

製 造 業 16 61 23 ▲  7

建 設 業 29 71 0 29

卸 小 売 業 17 60 23 ▲  6

サービス業 15 59 26 ▲ 11

設備・店舗等 全　体 3 79 18 ▲ 15

製 造 業 2 78 20 ▲ 18

建 設 業 2 84 13 ▲ 11

卸 小 売 業 7 76 17 ▲ 10

サービス業 3 79 18 ▲ 15

雇用者数 全　体 7 44 49 ▲ 42

製 造 業 8 54 38 ▲ 30

建 設 業 7 29 64 ▲ 57

卸 小 売 業 9 47 45 ▲ 36

サービス業 3 41 56 ▲ 53
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令

和
7

年
1
0

月
3

日
福

島
（

9
5
5

）
#

#
#

#
#

#

埼
玉

1
,1

4
1

（
1
,0

7
8

）
6
3

＋
O

▲
労

側
5
名

反
対

令
和

7
年

1
1

月
1

日
新

潟
1
,0

5
0

（
9
8
5

）
6
5

＋
2

●
使

側
５

名
反

対
令

和
7

年
1
0

月
2

日

兵
庫

1
,1

1
6

（
1
,0

5
2

）
6
4

＋
1

●
使

側
５

名
反

対
令

和
7

年
1
0

月
4

日
和

歌
山

（
9
8
0

）
#

#
#

#
#

#

京
都

（
1
,0

5
8

）
#

#
#

#
#

#
愛

媛
（

9
5
6

）
#

#
#

#
#

#

茨
城

（
1
,0

0
5

）
#

#
#

#
#

#
島

根
（

9
6
2

）
#

#
#

#
#

#

静
岡

（
1
,0

3
4

）
#

#
#

#
#

#
大

分
（

9
5
4

）
#

#
#

#
#

#

富
山

（
9
9
8

）
#

#
#

#
#

#
熊

本
（

9
5
2

）
#

#
#

#
#

#

広
島

（
1
,0

2
0

）
#

#
#

#
#

#
山

形
（

9
5
5

）
#

#
#

#
#

#

滋
賀

1
,0

8
0

（
1
,0

1
7

）
6
3

＋
O

▲
◐

労
側

5
名

反
対

、

使
側

１
名

反
対

令
和

7
年

1
0

月
5

日
佐

賀
（

9
5
6

）
#

#
#

#
#

#

栃
木

1
,0

6
8

（
1
,0

0
4

）
6
4

＋
1

○
全

会
一

致
令

和
7

年
1
0

月
1

日
長

崎
（

9
5
3

）
#

#
#

#
#

#

群
馬

（
9
8
5

）
#

#
#

#
#

#
岩

手
（

9
5
2

）
#

#
#

#
#

#

宮
城

1
,0

3
8

（
9
7
3

）
6
5

＋
2

◭
◐

労
側

１
名

反
対

、
 使

側
３

名
反

対
令

和
7

年
1
0

月
4

日
高

知
（

9
5
2

）
#

#
#

#
#

#

山
梨

（
9
8
8

）
#

#
#

#
#

#
鳥

取
1
,0

3
0

（
9
5
7

）
7
3

＋
9

○
全

会
一

致
令

和
7

年
1
0

月
4

日

三
重

（
1
,0

2
3

）
#

#
#

#
#

#
秋

田
（

9
5
1

）
#

#
#

#
#

#

石
川

（
9
8
4

）
#

#
#

#
#

#
鹿

児
島

（
9
5
3

）
#

#
#

#
#

#

福
岡

（
9
9
2

）
#

#
#

#
#

#
宮

崎
（

9
5
2

）
#

#
#

#
#

#

香
川

（
9
7
0

）
#

#
#

#
#

#
青

森
（

9
5
3

）
#

#
#

#
#

#

岡
山

（
9
8
2

）
#

#
#

#
#

#
沖

縄
（

9
5
2

）
#

#
#

#
#

#

福
井

1
,0

5
3

（
9
8
4

）
6
9

＋
6

令
和

7
年

1
0

月
8

日

奈
良

1
,0

5
1

（
9
8
6

）
6
5

＋
2

○
全

会
一

致
令

和
7
年

1
1
月

1
6
日

全
国

加
重

平
均

額
（

1
,0

5
5

）

山
口

（
9
7
9

）
#

#
#

#
#

#

※
１

　
括

弧
書

き
は

、
令

和
６

年
度

地
域

別
最

低
賃

金
額

※
２

　
空

欄
箇

所
は

入
力

時
点

で
未

定
。

発
効

年
月

日
は

入
力

時
点

で
の

予
定

日
。

※
３

　
採

決
状

況
　

〇
：

全
会

一
致

　
●

：
使

用
者

側
反

対
　

▲
：

労
働

者
側

反
対

　
 ■

：
使

用
者

側
退

席
　

▼
：

労
働

者
側

退
席

　
◐

：
使

側
一

部
反

対
　

◭
：

労
側

一
部

反
対

本
審

採
決

状
況

（
※

３
）

目
安

比
較

【
円

】

目
安

比
較

【
円

】

最
低

賃
金

時
間

額

【
円

】
（

※
１

）

本
審

採
決

状
況

（
※

３
）

最
低

賃
金

時
間

額

【
円

】
（

※
)

Ａ

B

Ｂ
C
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